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規 則

�愛媛県規則第２５号
愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例施行規則（平成１９年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第５条関係） 障害者雇用事業税不均一課税申告書

様式第１号（その１）（法人用）

様式第１号（第５条関係） 障害者雇用事業税不均一課税申告書

様式第１号（その１）（法人用）

省略 省略

注 省略

様式第１号（その１）の記載要領

１～５ 省略

６ 常時雇用する労働者の数及び雇用障害者数に算入される

労働者の雇用関係を証する書類として、次に掲げる書類

を添付すること。

� ハローワーク（公共職業安定所）が運用するハローワ

ークシステムの次のアからウまでに掲げる出力帳票の原

本

ア 事業所台帳全記録照会（ヘッダー）

イ 事業所台帳異動状況照会

ウ 事業所別被保険者台帳照会（事業所関係照会の対象

者の並び順番につき、取得（転入）日順となっている

ものに限る。）

� �の出力帳票に係る交付申請書の写し

� 基準事業年度の開始の日から適用対象事業年度の末日

までの間に発生した離職者に係る雇用保険法施行規則

（昭和５０年労働省令第３号）第９条第１項に規定する雇

用保険被保険者資格喪失確認通知書の写し

注 省略

様式第１号（その１）の記載要領

１～５ 省略

６ 常時雇用する労働者の数及び雇用障害者数に算入される

労働者の雇用関係を証する書類として、ハローワーク（公

共職業安定所）が運用する雇用保険トータル・システムの

次に掲げる出力帳票の原本及び当該帳票に係る交付申請書

の写しを添付すること。

� 適用事業所台帳ヘッダー１

� 事業所台帳ヘッダー２照会

� 事業所別被保険者台帳照会

なお、これらの出力帳票は、事業所関係照会区分及び編

集コード等を次の表のとおり指定してハローワーク（公共

職業安定所）から交付を受けたものとすること。

（照会区分コード） （編集コード） （指定期間）

事業所関係照会の対

象 者 に つ き、次 の

「６ 全被保険者」

を指定すること。

事業所関係照会の

対象者の並び順番

につき、次の「３

取得（転入）日

順」を指定するこ

と。

基準事業年度

（年）開始の

日から適用対

象 事 業 年 度

（年）終了の

日までとする

こと。１ 取得中の者

２ 喪失済の者

３ 喪失原因３

４ 転入者

５ 転出者

６ 全被保険者

１ 被保険者番号

降順

２ 氏名の５０音順

３ 取得（転入）

日順

４ 離職（転出）

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第２６号
愛媛県男女共同参画推進条例施行規則及び審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則を次

のように定める。

日順

５ 生年月日順

様式第１号（その２）（個人用） 様式第１号（その２）（個人用）

省略 省略

注 省略

様式第１号（その２）の記載要領

１～５ 省略

６ 常時雇用する労働者の数及び雇用障害者数に算入される

労働者の雇用関係を証する書類として、次に掲げる書類

を添付すること。

� ハローワーク（公共職業安定所）が運用するハローワ

ークシステムの次のアからウまでに掲げる出力帳票の原

本

ア 事業所台帳全記録照会（ヘッダー）

イ 事業所台帳異動状況照会

ウ 事業所別被保険者台帳照会（事業所関係照会の対象

者の並び順番につき、取得（転入）日順となっている

ものに限る。）

� �の出力帳票に係る交付申請書の写し

� 基準年の開始の日から適用対象年の末日までの間に発

生した離職者に係る雇用保険法施行規則（昭和５０年労働

省令第３号）第９条第１項に規定する雇用保険被保険者

資格喪失確認通知書の写し

注 省略

様式第１号（その２）の記載要領

１～５ 省略

６ 常時雇用する労働者の数及び雇用障害者数に算入される

労働者の雇用関係を証する書類として、ハローワーク（公

共職業安定所）が運用する雇用保険トータル・システムの

次に掲げる出力帳票の原本及び当該帳票に係る交付申請書

の写しを添付すること。

� 適用事業所台帳ヘッダー１

� 事業所台帳ヘッダー２照会

� 事業所別被保険者台帳照会

なお、これらの出力帳票は、事業所関係照会区分及び編

集コード等を次の表のとおり指定してハローワーク（公共

職業安定所）から交付を受けたものとすること。

（照会区分コード） （編集コード） （指定期間）

事業所関係照会の対

象 者 に つ き、次 の

「６ 全被保険者」

を指定すること。

事業所関係照会の

対象者の並び順番

につき、次の「３

取得（転入）日

順」を指定するこ

と。

基準事業年度

（年）開始の

日から適用対

象 事 業 年 度

（年）終了の

日までとする

こと。１ 取得中の者

２ 喪失済の者

３ 喪失原因３

４ 転入者

５ 転出者

６ 全被保険者

１ 被保険者番号

降順

２ 氏名の５０音順

３ 取得（転入）

日順

４ 離職（転出）

日順

５ 生年月日順

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県男女共同参画推進条例施行規則及び審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則

（愛媛県男女共同参画推進条例施行規則の一部改正）

第１条 愛媛県男女共同参画推進条例施行規則（平成１４年愛媛県規則第１４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部改正）

第２条 審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則（昭和２８年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２７号
愛媛県覚せい剤取締法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県覚せい剤取締法施行細則の一部を改正する規則

愛媛県覚せい剤取締法施行細則（昭和２７年愛媛県規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（愛媛県男女共同参画推進委員）

第２条 愛媛県男女共同参画推進委員（以下「推進委員」とい

う。）は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項

第２号の非常勤の特別職とする。

２～５ 省略

（調査しない申出）

第５条 推進委員は、次に掲げる事項に係る申出については、調査

しないものとする。

�・� 省略

� 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律（昭和４７年法律第１１３号）第１７条第１項の規定による

紛争の解決の援助又は同法第１８条第１項の規定による調停の対

象となる事項

�～� 省略

２・３ 省略

（愛媛県男女共同参画推進委員）

第２条 愛媛県男女共同参画推進委員（以下「推進委員」とい

う。）は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項

第３号の非常勤の特別職とする。

２～５ 省略

（調査しない申出）

第５条 推進委員は、次に掲げる事項に係る申出については、調査

しないものとする。

�・� 省略

� 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律（昭和４７年法律第１１３号）第１３条第１項の規定による

紛争の解決の援助又は同法第１４条第１項の規定による調停の対

象となる事項

�～� 省略

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

省略

愛媛県情報公開・個人情報保護審査会委員

愛媛県男女共同参画推進委員

省略

省略

愛媛県情報公開・個人情報保護審査会委員

省略

改 正 後 改 正 前

愛媛県覚醒剤取締法施行細則

（書類の提出）

第１条 覚醒剤取締法 （昭和２６年法律第２５２号。以下「法」とい

う。）、覚醒剤取締法施行規則 （昭和２６年厚生省令第３０号）及

愛媛県覚せい剤取締法施行細則

（書類の提出）

第１条 覚せい剤取締法（昭和２６年法律第２５２号。以下「法」とい

う。）、覚せい剤取締法施行規則（昭和２６年厚生省令第３０号）及

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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びこの規則により知事を経由して厚生労働大臣に提出する申請

書、届出書及び報告書並びに知事に提出する申請書、届出書及び

報告書は、製造所、病院、診療所又は研究所の所在地を管轄する

保健所長（松山市の区域にあつては、中予保健所長）を経て提出

しなければならない。

（医師の交付書）

第６条 法第２０条第４項の規定により医師が覚醒剤 を施用のため

交付する場合の書面は、別記第５号様式によらなければならな

い。

（指定の失効の場合の措置）

第８条 省略

２ 法第２４条第３項の規定により覚醒剤 を処分した場合は、別記

第７号様式による報告書を知事に提出しなければならない。

（製造業者の報告）

第１０条 法第２９条に規定する覚醒剤製造業者 の報告は、別記第９

号様式の報告書によらなければならない。

（施用機関の管理者及び研究者の報告）

第１１条 法第３０条に規定する覚醒剤施用機関 の管理者及び覚醒剤

研究者 の報告は、別記第１０号様式の報告書によらなければなら

ない。

（県の開設する覚醒剤施用機関 の指定証）

第１２条 知事は、法第３５条第２項の規定により県の開設する病院又

は診療所について覚醒剤施用機関 の指定を行つたときは、別記

第１１号様式による指定証を当該施用機関の管理者に交付する。

２ 知事は、県の開設する覚醒剤施用機関 の管理者から指定証を

毀損し、又は亡失した旨の届出があつたときは、指定証の裏面に

再交付の年月日及びその旨を記載して交付する。

第１号様式（第２条関係）

第１号様式（その１）

びこの規則により知事を経由して厚生労働大臣に提出する申請

書、届出書及び報告書並びに知事に提出する申請書、届出書及び

報告書は、製造所、病院、診療所又は研究所の所在地を管轄する

保健所長（松山市の区域にあつては、中予保健所長）を経て提出

しなければならない。

（医師の交付書）

第６条 法第２０条第４項の規定により医師が覚せい剤を施用のため

交付する場合の書面は、別記第５号様式によらなければならな

い。

（指定の失効の場合の措置）

第８条 省略

２ 法第２４条第３項の規定により覚せい剤を処分した場合は、別記

第７号様式による報告書を知事に提出しなければならない。

（製造業者の報告）

第１０条 法第２９条に規定する覚せい剤製造業者の報告は、別記第９

号様式の報告書によらなければならない。

（施用機関の管理者及び研究者の報告）

第１１条 法第３０条に規定する覚せい剤施用機関の管理者及び覚せい

剤研究者の報告は、別記第１０号様式の報告書によらなければなら

ない。

（県の開設する覚せい剤施用機関の指定証）

第１２条 知事は、法第３５条第２項の規定により県の開設する病院又

は診療所について覚せい剤施用機関の指定を行つたときは、別記

第１１号様式による指定証を当該施用機関の管理者に交付する。

２ 知事は、県の開設する覚せい剤施用機関の管理者から指定証を

き損し 又は亡失した旨の届出があつたときは、指定証の裏面に

再交付の年月日及びその旨を記載して交付する。

第１号様式（第２条関係）

第１号様式（その１）

覚醒剤製造業務廃止等届出書

省略

覚せい剤製造業務廃止等届出書

省略

注 省略

第１号様式（その２）

注 省略

第１号様式（その２）

覚醒剤施用機関廃止等届出書

省略

愛媛県知事 様

省略

覚せい剤施用機関廃止等届出書

省略

愛媛県知事様

省略

注１ 法人にあつては、氏名欄に名称を記載すること。

２ 該当のものに○を付けること。

３ 指定基準に定める診療科名の診療を二以上併せて行う場

合であつて、その一を廃止したのみのときは、届出の必要

はない。

第１号様式（その３）

注 １ 法人にあつては、氏名欄に名称を記載すること。

２ 該当のものに○をつける。

３ 指定基準に定める診療科名の診療を二以上あわせて行

なう場合でその一を廃止したのみの場合には届出の必要

はない。

第１号様式（その３）

覚醒剤研究者の研究廃止届出書

省略

愛媛県知事 様

省略

年 月 日覚醒剤 の使用を必要とする研究

を廃止したので、指定証を添えてお届けします。

覚せい剤研究者の研究廃止届出書

省略

愛媛県知事様

省略

年 月 日覚せい剤の使用を必要とする研究

を廃止したので、指定証を添えてお届けします。

第２号様式（第３条関係）

第２号様式（その１）

第２号様式（第３条関係）

第２号様式（その１）
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省略

年 月 日覚醒剤製造業者（覚醒剤施用機

関、覚醒剤研究者 ）の指定の効力を失つたので指定証を

返納します。

省略

年 月 日覚せい剤製造業者（覚せい剤施用

機関、覚せい剤研究者）の指定の効力を失つたので指定証を

返納します。

注 省略

第２号様式（その２） 省略

第５号様式（第６条関係）

注 省略

第２号様式（その２） 省略

第５号様式

覚 醒 剤 交 付 書

省略

１～３ 省略

４ 品名及び 数量

５・６ 省略

覚 せ い 剤 交 付 書

省略

１～３ 省略

４ 品名および数量

５・６ 省略

第６号様式（第７条関係） 第６号様式（第７条関係）

覚醒剤事故届出書

省略

覚せい剤事故届出書

省略

省略 省略

注 省略

第７号様式（第８条関係）

第７号様式（その１）

注 省略

第７号様式（第８条関係）

第７号様式（その１）

指定失効時の覚醒剤所有報告書

省略

指定失効時の覚せい剤所有報告書

省略

省略 省略

注 省略

第７号様式（その２）

注 省略

第７号様式（その２）

指定失効時所有覚醒剤譲渡報告書

省略

指定失効時所有覚せい剤譲渡報告書

省略

省略 省略

注 省略

第７号様式（その３）

注 省略

第７号様式（その３）

所有覚醒剤処分結果報告書

省略

愛媛県知事 様

省略

所有覚せい剤処分結果報告書

省略

愛媛県知事様

省略

１ 処分した覚醒剤の品名及び 数量 １ 処分した覚せい剤の品名および数量

２～４ 省略 ２～４ 省略

第８号様式（第９条関係）

第８号様式（その１）

第８号様式（その１）

覚醒剤製造業者帳簿

省略

覚せい剤製造業者帳簿

省略

省略 省略

注１ 事故の届出をした場合は、譲渡先欄に朱書し、備考欄に

事由を記載すること。

２ 品目欄には、フエニルアミノプロパン又はフエニルメチ

ルアミノプロパン錠等と品目ごとに記載すること。

３ 譲渡先欄の指定番号には、譲渡先の指定番号を記載する

こと。

４ 経過規定による譲受けは、製造数量欄に記載し、備考欄

にその旨を記載すること。

５ 最終の記入は、その旨を備考欄に朱書すること。

注 １ 事故の届出をした場合は、譲渡欄に朱書し、備考欄に

事由を記載すること。

２ 品目欄にはフエニルアミノプロパンまたはフエニルメ

チルアミノプロパン錠等と品目ごとに記載すること。

３ 譲渡欄の指定番号には譲渡先の指定番号を記載するこ

と。

４ 経過規定による譲受けは製造欄に記載し、備考にその

旨を記載すること。

５ 最終の記入はその旨を備考欄に朱書すること。
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第８号様式（その２） 第８号様式（その２）

覚醒剤管理者（施用機関）帳簿

省略

覚せい剤管理者（施用機関）帳簿

省略

省略 省略

注１ 事故の届出をした場合は、譲受先欄に朱書し、備考欄に

事由を記載すること。

２ 品目欄には、フエニルアミノプロパン又はフエニルメチ

ルアミノプロパン錠等と記載すること。

３ 譲受先欄の指定番号には、譲受先の指定証番号を記載す

ること。

４ 経過規定による譲受けは、譲受先欄に記載し、備考欄に

その旨を記載すること。

５ 最終の記入は、その旨を備考欄に朱書すること。

第８号様式（その３）

注 １ 事故の届出をした場合は、譲受け欄に朱書し、備考欄

に事由を記載すること。

２ 品目欄には、フエニルアミノプロパンまたはフエニル

メチルアミノプロパン錠等と記載すること。

３ 譲受け欄の指定番号には、譲受け先の指定証番号を記

載すること。

４ 経過規定による譲受けは、譲受欄に記載し、備考欄に

その旨を記載すること。

５ 最終の記入は、その旨を備考欄に朱書すること。

第８号様式（その３）

覚醒剤研究者帳簿

省略

覚せい剤研究者帳簿

省略

省略 省略

注１ 事故の届出をした場合は、譲受先欄に朱書し、備考欄に

事由を記載すること。

２ 品目欄には、フエニルアミノプロパン又はフエニルメチ

ルアミノプロパン錠等と記載すること。

３ 譲受先の指定番号には、譲受先の指定証番号を記載する

こと。

４ 経過規定による譲受けは、譲受先欄に記載し、備考欄に

その旨を朱書すること。

５ 最終の記入は、その旨を備考欄に朱書すること。

第９号様式（第１０条関係）

注 １ 事故の届出をした場合は、譲受欄に朱書し、備考欄に

事由を記載すること。

２ 品目欄にはフエニルアミノプロパンまたはフエニルメ

チルアミノプロパン錠等と記載すること。

３ 譲受先の指定番号には、譲受先の指定証番号を記載す

ること。

４ 経過規定による譲受けは、譲受欄に記載し、備考欄に

その旨を朱書すること。

５ 最終の記入は、その旨を備考欄に朱書すること。

第９号様式（第１０条関係）

覚醒剤製造業者の報告書

省略

覚せい剤製造業者の報告書

省略

品 名
覚 醒 剤 数 量 省略

品 名
覚 せ い 剤 数 量 省略

省略 省略

省略 省略

注 省略

第１０号様式（第１１条関係）

第１０号様式（その１）

注 省略

第１０号様式（その１）

覚醒剤施用機関の報告書

省略

愛媛県知事 様

省略

覚せい剤施用機関の報告書

省略

愛媛県知事様

省略

省略 省略

注１ 法人にあつては、氏名欄に名称を記載すること。

２ 備考欄には、事故及びその数量を記載すること。

３ 品名欄には、フエニルアミノプロパン又はフエニルメチ

ルアミノプロパン錠等と記載すること。

第１０号様式（その２）

注 １ 法人にあつては、氏名欄に名称を記載すること。

２ 備考欄には事故およびその数量を記載すること。

３ 品名欄には、フエニルアミノプロパンまたはフエニル

メチルプロパン錠等と記載すること。

第１０号様式（その２）

覚醒剤研究者の報告書

省略

愛媛県知事 様

省略

覚せい剤研究者の報告書

省略

愛媛県知事様

省略

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２４２



��������������

��������������

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２８号
毒物及び劇物取締法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

毒物及び劇物取締法施行細則の一部を改正する規則

毒物及び劇物取締法施行細則（平成１７年愛媛県規則第４２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２９号
愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則

第１条 愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

注１ 備考欄には、事故及びその数量を記載すること。

２ 品名欄には、フエニルアミノプロパン又はフエニルメチ

ルアミノプロパン錠等と記載すること。

第１１号様式（第１２条関係）

注 １ 法人にあつては、氏名欄に名称を記載すること。

２ 備考欄には事故およびその数量を記載すること。

３ 品名欄には、フエニルアミノプロパンまたはフエニル

メチルアミノプロパン錠等と記載すること。

第１１号様式

省略

県の開設する覚醒剤施用機関指定証

省略

覚醒剤取締法（昭和２６年法律第２５２号）第３５条第２項の規定

により覚醒剤施用機関 の指定を行つたことを証明する。

省略

省略

県の開設する覚せい剤施用機関指定証

省略

覚せい剤取締法 第３５条第２項の規定

により覚せい剤施用機関の指定を行なつた事を証明する。

省略

改 正 後 改 正 前

（書類の経由）

第３条 法、政令及びこの規則の規定により知事

に提出する書類は、製造所、営業所、店舗、研究

所又は事業場の所在地を管轄する保健所長（松山市の区域にあっ

ては、中予保健所長）を経由しなければならない。

（書類の経由）

第３条 法、政令及びこの規則の規定により知事又は知事を経由し

て厚生労働大臣に提出する書類は、製造所、営業所、店舗、研究

所又は事業場の所在地を管轄する保健所長（松山市の区域にあっ

ては、中予保健所長）を経由しなければならない。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

検査分類 試験項目
検体

の量
単位

使用料

金 額
検査分類 試験項目

検体

の量
単位

使用料

金 額

１～１７ 省略 １～１７ 省略

１８ ウイルス 省略 １８ ウイルス 省略
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第２条 愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する

（脳死及び

心停止後の

臓器提供者

検査以外の

もの）

ＳＡＲＳコロナウイ

ルス核酸検出

省略 （脳死及び

心停止後の

臓器提供者

検査以外の

もの）

ＳＡＲＳコロナウイ

ルス核酸検出

省略

ＳＡＲＳ―ＣｏＶ―

２核酸検出
同 １０，８００円

１９～２６ 省略 １９～２６ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

検査分類 試験項目
検体

の量
単位

使用料

金 額
検査分類 試験項目

検体

の量
単位

使用料

金 額

１～１４ 省略 １～１４ 省略
せつ

１５ 排泄物、

分泌物及び

浸出物

ア～カ 省略
せつ

１５ 排泄物、

分泌物及び

浸出物

ア～カ 省略

キ 微生物核酸同定

検査

� クラミジア・

トラコマチス核

酸検出
りん

� 淋 菌 核 酸 検

出

� 抗酸菌核酸同

定、結核菌群核

酸検出

� 省略

� 省略

１検体

同

１検体

１項目

１，５８０円

省略

省略

キ 微生物核酸同定

検査

りん

� 淋 菌 核 酸 検

出、ク ラ ミ ジ

ア・トラコマチ

ス核酸検出

� 抗酸菌核酸同

定、結核菌群核

酸検出

� 省略

� 省略

１検体

１項目

同

省略

省略

ク 微生物同定検査

� 省略

� 大腸菌血清型

別
同 １，４００円

ク 微生物同定検査

� 省略

� 大腸菌血清型

別
同 １，４４０円

１６ 省略 １６ 省略

１７ 臨

床病

理

血液 省略 １７ 臨

床病

理

血液 省略

総ビリルビン、アル

ブミン（ＢＣＰ改良

法・ＢＣＧ法）、総
たん

蛋白、尿素窒素、ク

レアチニン、アルカ

リホスファターゼ、

尿酸、コリンエステ

ラーゼ、γ―ＧＴ、

中性脂肪、無機成分

等

省略 総ビリルビン、アル

ブミン

、総
たん

蛋白、尿素窒素、ク

レアチニン、アルカ

リホスファターゼ、

尿酸、コリンエステ

ラーゼ、γ―ＧＴ、

中性脂肪、無機成分

等

省略

省略 省略

省略 省略
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和２年４月１日から施行する。

２ 第２条の規定による改正後の愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則別表第１の規定は、令和２年４月１日以後の試験

等の依頼に係る使用料について適用し、同日前の試験等の依頼に係る使用料については、なお従前の例による。

�愛媛県規則第３０号
クリーニング業法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

クリーニング業法施行細則の一部を改正する規則

クリーニング業法施行細則（昭和３１年愛媛県規則第５８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

１８ ウイルス

（脳死及び

心停止後の

臓器提供者

検査以外の

もの）

省略 １８ ウイルス

（脳死及び

心停止後の

臓器提供者

検査以外の

もの）

省略

ＨＩＶ―１、２抗体

定性
同 ９２０円

ＨＩＶ―１、２抗体

定性
同 ９４０円

省略 省略

ＨＣＶ抗体定性・定

量
同 ８６０円

ＨＣＶ抗体定性・定

量
同 ８８０円

ＨＣＶ核酸検出 同 ２，８００円 ＨＣＶ核酸検出 同 ２，８８０円

省略 省略

１９ 省略 １９ 省略

２０ 免疫学的

検査（脳死

及び心停止

後の臓器提

供者検査以

外のもの）

省略 ２０ 免疫学的

検査（脳死

及び心停止

後の臓器提

供者検査以

外のもの）

省略

結核菌特異的インタ

ーフェロン－γ産生

能

同 ４，８９０円

結核菌特異的インタ

ーフェロン－γ産生

能

同 ５，０４０円

省略 省略

２１～２４ 省略 ２１～２４ 省略

２５ 採取 採血（静脈） １検体 ２８０円 ２５ 採取 採血（静脈） １検体 ２４０円

省略 省略

２６ 省略 ２６ 省略

改 正 後 改 正 前

第５号様式（第８条関係） クリーニング師試験受験願書

省略

添付書類

１ 省略

２ 写真（出願前６月 以内に撮影した縦４．５センチメートル、

横３．５センチメートル、正面、無帽、上半身のもので、裏面に

撮影年月日及び氏名を記載したもの）

３ 省略

４ 最終学校卒業（修了）証明書

第５号様式（第８条関係） クリーニング師試験受験願書

省略

添付書類

１ 省略

２ 写真（出願前６箇月以内に撮影した手札形

、正面、無帽、半身の

もの）

３ 省略

４ 最終学校卒業（終了）証明書

写真貼付欄 収入証紙貼付欄 写真ちよう付欄 収入証紙ちよう付欄
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�愛媛県規則第３１号
児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

徴収金基準額表（児童養護施設等措置児童等用）

別表第１（第４条関係）

徴収金基準額表（児童養護施設等措置児童等用）

各月初日の措置児童等の

属する世帯の階層区分

徴収金基準額

（月 額）

各月初日の措置児童等の

属する世帯の階層区分

徴収金基準額

（月 額）

階層

区分
定 義

入所

施設

母子生活支援

施設、児童自

立支援施設通

所部、児童心

理治療施設通

所部及び児童

自立生活援助

事業所

階層

区分
定 義

入所

施設

母子生活支援

施設、児童自

立支援施設通

所部、児童心

理治療施設通

所部及び児童

自立生活援助

事業所

省略 省略

Ｃ Ａ階層を除き、当該年度分の

市町村民税の課税世帯であつ

て、その市町村民税の額が均

等割の額のみの世帯（所得割

の額のない世帯）

省略 Ｃ１ Ａ階層及び

Ｄ階層を除

き、当該年

度分の市町

村民税の課

税世帯であ

つて、その

市町村民税

の額の区分

が次の区分

に該当する

世帯

均等割の額のみの

世帯（所得割の額

がない世帯）

省略

Ｄ１ Ａ階層及び

Ｃ階層を除

き、当該年

度分の市町

村民税の課

税世帯であ

つて、その

市町村民税

所得割の額

の区分が次

の区分に該

当する世帯

９，０００円以下 省略 Ｃ２ 所得割の額がある

世帯

省略

Ｄ２ ９，００１円から

２７，０００円まで

省略 Ｄ１ Ａ階層及び

Ｂ階層を除

き、前年分

の所得税課

税世帯であ

つて、その

所得税の額

の区分が次

の区分に該

当する世帯

１５，０００円以下 省略

Ｄ３ ２７，００１円から

５７，０００円まで

省略 Ｄ２ １５，００１円から

４０，０００円まで

省略

Ｄ４ ５７，００１円から

９３，０００円まで

省略 Ｄ３ ４０，００１円から

７０，０００円まで

省略

Ｄ５ ９３，００１円から

１７７，３００円まで

省略 Ｄ４ ７０，００１円から

１８３，０００円まで

省略

Ｄ６ １７７，３０１円から

２５８，１００円まで

省略 Ｄ５ １８３，００１円から

４０３，０００円まで

省略

Ｄ７ ２５８，１０１円から

３４８，１００円まで

省略 Ｄ６ ４０３，００１円から

７０３，０００円まで

省略

Ｄ８ ３４８，１０１円から

４５６，１００円まで

省略 Ｄ７ ７０３，００１円から

１，０７８，０００円まで

省略

Ｄ９ ４５６，１０１円から

５８３，２００円まで

省略 Ｄ８ １，０７８，００１円から

１，６３２，０００円まで

省略
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Ｄ１０ ５８３，２０１円から

７０４，０００円まで

省略 Ｄ９ １，６３２，００１円から

２，３０３，０００円まで

省略

Ｄ１１ ７０４，００１円から

８５２，０００円まで

省略 Ｄ１０ ２，３０３，００１円から

３，１１７，０００円まで

省略

Ｄ１２ ８５２，００１円から

１，０４４，０００円まで

省略 Ｄ１１ ３，１１７，００１円から

４，１７３，０００円まで

省略

Ｄ１３ １，０４４，００１円から

１，２２５，５００円まで

省略 Ｄ１２ ４，１７３，００１円から

５，３３４，０００円まで

省略

Ｄ１４ １，２２５，５０１円から

１，４２６，５００円まで

省略 Ｄ１３ ５，３３４，００１円から

６，６７４，０００円まで

省略

Ｄ１５ １，４２６，５０１円以上 省略 Ｄ１４ ６，６７４，００１円以上 省略

備考

１ 省略

２ この表のＣ階層 における「均等割の額」とは地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１号に規定

する均等割の額をいい、同階層及びＤ１階層からＤ１５階

層までにおける「所得割の額」とは同項第２号に規定す

る所得割（この所得割を計算する場合には、同法第３１４

条の７及び第３１４条の８並びに同法附則第５条第３項、

第５条の４第６項及び第５条の４の２第５項の規定は、

適用しないものとする。）の額をいう。

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があ

つた場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から

順次控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とす

る。

３ 扶養義務者の所得割の額が指定都市（地方自治法第

２５２条の１９第１項の指定都市をいう。以下同じ。）の区

域内に住所を有する者として算定されているときは、当

該扶養義務者を指定都市以外の市町村の区域内に住所を

有する者とみなして、所得割の額を算定するものとす

る。

４ 省略

５ この表における「措置費等の支弁額」とは、国の示す

算定方法により算定した措置費等の支弁額から国の示す

備考

１ 省略

２ この表のＣ１階層における「均等割の額」とは地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１号に規定

する均等割の額をいい、Ｃ２階層

における「所得割の額」とは同項第２号に規定す

る所得割（この所得割を計算する場合には、同法第３１４

条の７及び第３１４条の８並びに同法附則第５条第３項、

第５条の４第６項及び第５条の４の２第６項の規定は、

適用しないものとする。）の額をいう。

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があ

つた場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から

順次控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とす

る。

３ この表のＤ１階層からＤ１４階層までにおける「所得税

の額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）及び災害被害者に対す

る租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年法律

第１７５号）の規定並びに「控除廃止の影響を受ける費用

徴収制度等（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の制

度に限る。）に係る取扱いについて（平成２３年７月１５日

付け雇児発０７１５第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

長通知）」の定めるところによつて計算された所得税の

額をいう。ただし、所得税額を計算する場合には、次の

規定は、適用しないものとする。

� 所得税法第７８条第１項並びに第２項第１号、第２号

（地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定する寄附

金に該当する場合に限る。）及び第３号（同法第３１４

条の７第１項第２号に規定する寄附金に該当する場合

に限る。）、第９２条第１項並びに第９５条第１項から第

３項まで

� 租税特別措置法第４１条第１項、第２項、第６項及び

第２４項、第４１条 の２、第４１条 の３の２第１項、第２

項、第５項及び第６項、第４１条の１９の２第１項、第４１

条の１９の３第１項及び第３項並びに第４１条の１９の４第

１項及び第３項

� 租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成１０年

法律第２３号）附則第１２条

４ 省略

５ この表における「措置費等の支弁額」とは、国の示す

算定方法により算定した措置費等の支弁額から国の示す
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民間施設給与等改善費、社会的養護処遇改善加算費、施

設機能強化推進費、単身赴任手当加算費、入所児童

（者）処遇特別加算費、第三者評価受審費加算費、賃借

費加算費、保育機能強化加算費、一時保護実施特別加算

費及び里親手当の額を控除した額をいう。

６ 世帯の階層がＢ階層と認定された措置児童等の属する

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この

表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は、０

円とする。

� 省略

� 母子世帯等（母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和

３９年法律第１２９号）第６条第１項に規定する配偶者の

ない女子又は同条第２項に規定する配偶者のない男子

であつて、民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条の規

定に基づき現に児童を扶養しているものの世帯をい

う。）

�・� 省略

７ 次のいずれかに該当する者については、地方税法第

２９２条第１項第１１号に規定する寡婦又は同項第１２号に規

定する寡夫とみなし、所得割の額を算定する。この場合

において、その者の前年（１月分から６月分までの徴収

額の決定については、前々年とする。以下この７におい

て同じ。）の所得（同項第１３号に規定する合計所得金額

をいう。以下同じ。）が同法第２９５条第１項第２号の規

定に該当するときは市町村民税非課税として取り扱い、

同号の規定に該当しないときは当該者の所得から�又は

�に該当するものにあつては２６万円を、�に該当するも

のにあつては３０万円を控除するものとする。

� 婚姻によらないで母となつた女子であつて、現に婚

姻（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある場合を含む。以下同じ。）をしていないもの

のうち、扶養親族その他その者と生計を一にする子

（前年の所得が所得税法（昭和４０年法律第３３号）第８６

条第１項の規定により控除される額以下である子（他

の者の同一生計配偶者又は扶養親族である者を除

く。）に限る。以下同じ。）を有するもの（�に掲げ

る者を除く。）

� �に掲げる者のうち、扶養親族である子を有し、か

つ、前年の所得が５００万円以下であるもの

� 婚姻によらないで父となつた男子であつて、現に婚

姻をしていないもののうち、その者と生計を一にする

子を有し、かつ、前年の所得が５００万円以下であるもの

８ 省略

９ 小規模住居型児童養育事業所又は里親に委託されてい

る児童及び児童養護施設又は母子生活支援施設に入所し

ている児童が、児童自立支援施設又は児童心理治療施設

へ通所する場合の通所に係る徴収金基準額は、０円とす

る。

１０ � 法第２２条に規定する助産の実施は、その妊産婦が

次のいずれかに該当するときは、行わないものとす

る。ただし、アに該当する場合であつても、真にや

むを得ない特別の理由があり、かつ、市町村民税所

得割の額が１９，０００円以下であるときは、この限りで

民間施設給与等改善費 、施

設機能強化推進費、単身赴任手当加算費、入所児童

（者）処遇特別加算費、第三者評価受審費加算費、賃借

費加算費、保育機能強化加算費

及び里親手当の額を控除した額をいう。

６ 世帯の階層がＢ階層と認定された措置児童等の属する

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この

表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は、０

円とする。

� 省略

� 母子世帯等（母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和

３９年法律第１２９号）第１７条第１項又は第３１条の７第１

項の配偶者のない女子又は男子で

現に児童を扶養しているものの世帯をい

う。）

�・� 省略

７ 省略

８ 小規模住居型児童養育事業所又は里親に委託されてい

る児童及び児童養護施設又は母子生活支援施設に入所し

ている児童が、児童自立支援施設又は児童心理治療施設

へ通所する場合の通所に係る徴収金基準額は、零円とす

る。

９ � 法第２２条に規定する助産の実施は、その妊産婦が

次のいずれかに該当するときは、行わないものとす

る。ただし、アに該当する場合であつても、真にや

むを得ない特別の理由があり、かつ、所得税の額が

８，４００円 以下であるときは、この限りで
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ない。

ア 省略

イ その妊産婦の属する世帯の階層区分がＡ階層及

びＢ階層である場合を除いて、その妊産婦が社会

保険の被保険者、組合員又は被扶養者で、その社

会保険において出産育児一時金等の出産に関する

給付を受けることができる額（医学的管理の下に

おける出産について、特定出産事故に係る事故が

発生した場合において、出生者の養育に係る経済

的負担の軽減を図るための補償金の支払に要する

費用の支出に備えるための保険契約（出生者等に

対し、総額３，０００万円以上の補償金を支払う契約に

限る。）が締結されており、かつ、特定出産事故

に関する情報の収集、整理、分析及び提供の適正

かつ確実な実施のための措置を講じているとき

に、その保険料相当額として支払われる額を除

く。以下「出産一時金」という。）が、４０４，０００円

以上であるとき。

� 入所妊産婦に係るこの表の適用については、その

出産一時金の額に、Ｂ階層にあつては２０パーセン

ト、Ｃ階層にあつては３０パーセント、Ｄ階層のうち

市町村民税所得割の額が１９，０００円以下である場合に

あつては５０パーセントをそれぞれ乗じて得た額を、

同表の徴収金基準額に加えるものとする。

なお、この表の徴収金基準額は、その入所した日

から退所した日又は解除された日までの期間に係る

基準額とみなす。

１１ この表の定めにかかわらず、国の示す「乳児院におけ

る短期入所措置」に係る児童の徴収金基準額は、次の表

のとおりとする。

ない。

ア 省略

イ その妊産婦の属する世帯の階層区分がＡ階層及

びＢ階層である場合を除いて、その妊産婦が社会

保険の被保険者、組合員又は被扶養者で、その社

会保険において出産育児一時金等の出産に関する

給付を受けることができる額（医学的管理の下に

おける出産について、特定出産事故に係る事故が

発生した場合において、出生者の養育に係る経済

的負担の軽減を図るための補償金の支払に要する

費用の支出に備えるための保険契約（出生者等に

対し、総額３，０００万円以上の補償金を支払う契約に

限る。）が締結されており、かつ、特定出産事故

に関する情報の収集、整理、分析及び提供の適正

かつ確実な実施のための措置を講じているとき

に、その保険料相当額として支払われる額を除

く。以下「出産一時金」という。）が、３９０，０００円

以上であるとき。

� 入所妊産婦に係るこの表の適用については、その

出産一時金の額に、Ｂ階層にあつては２０パーセン

ト、Ｃ階層にあつては３０パーセント、Ｄ階層のうち

所得税の額が８，４００円 以下である場合に

あつては５０パーセントをそれぞれ乗じて得た額を、

同表の徴収金基準額に加えるものとする。

なお、この表の徴収金基準額は、その入所した日

から退所した日又は解除された日までの期間に係る

基準額とみなす。

１０ この表の定めにかかわらず、国の示す「乳児院におけ

る短期入所措置」に係る児童の徴収金基準額は、次の表

のとおりとする。

階層区分 徴収金基準額（日額） 階層区分 徴収金基準額（日額）

省略 省略

ＣからＤ４（市町村民税所得

割の額が８１，０００円以下の場

合に限る。）まで

省略 Ｃ１からＤ３（所得税の額が

６０，０００円 以下の場

合に限る。）まで

省略

Ｄ４（市町村民税所得割の額

が８１，００１円以上の場合に限

る。）からＤ１４まで

省略 Ｄ３（所得税の額が６０，００１円

以上の場合に限

る。）からＤ１３まで

省略

Ｄ１５ 省略 Ｄ１４ 省略

注１ ４月分から６月分までの徴収額の決定に係るこの表の規

定の適用については、同表中「当該年度分」とあるの

は「前年度分 」とする。

２ 省略

別表第２（第４条関係）

徴収金基準額表（障害児入所施設等措置児童等用）

注１ １月分から３月分までの徴収額の決定に係るこの表の規

定の適用については、同表中「前年分 」とあるの

は、「前前年分」とする。

２ ４月分から６月分までの徴収額の決定に係るこの表の規

定の適用については、同表中「当該年度分」とあるのは

「前年度分」と、「前年分」とあるのは「前前年分」とす

る。

３ 省略

別表第２（第４条関係）

徴収金基準額表（障害児入所施設等措置児童等用）

省略 省略
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告 示

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（以下「新規則」という。）別表第１の規定は、令和元年７月分以後の徴収額

（次項の規定の適用を受ける措置児童等の徴収額を除く。）について適用し、同年６月分以前の徴収額については、なお従前の例による。

３ 令和元年７月１日前から引き続き児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２２条第１項の規定による助産の実施又は同法第２３条第１項本文

の規定による母子保護の実施（以下「助産の実施等」という。）、同法第２７条第１項第３号の規定による措置（障害児入所施設に入所さ

せる措置を除く。）、同法第３３条の６第１項の規定による児童自立生活援助の実施及び県の設置する助産施設又は母子生活支援施設にお

いて市町長が助産の実施等をしていた措置児童等の同月分以後の徴収額を決定する場合において、新規則別表第１の規定による徴収金基

準額（同表の階層区分がＤ１５階層となる者の徴収金基準額を除く。）が同年６月分の徴収額に係る改正前の児童福祉法第５６条の規定による

費用徴収規則（以下「旧規則」という。）別表第１の規定による徴収金基準額を超えることとなるときは、当該措置児童等の徴収額は、

次に掲げる額のうちいずれか少ない額とする。

� 新規則別表第１の規定により決定される額

� 旧規則別表第１の規定により決定される額

４ 前項の規定により徴収額を決定された措置児童等であって、当該徴収額に係る旧規則別表第１の規定による徴収金基準額が令和元年７

月１日前の徴収額に係る同表の規定による徴収金基準額を超えるものの徴収額（次回の世帯の階層区分の認定を受けて決定される月分以

後のものに限る。）については、同項の規定にかかわらず、新規則別表第１の規定により決定される額とする。

�愛媛県告示第３１４号
愛媛県地籍調査費負担金交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第９７０号）の一部を次のように改正し、令和２年４月１日から施行し、令和２

年度分の負担金及び交付金から適用する。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

備考

１・２ 省略

３ 所得割の額の算定方法は、地方税法に定めるところに

よるほか、次に定めるところによる。

�・� 省略

� 扶養義務者の所得割の額が指定都市

の

区域内に住所を有する者として算定されているとき

は、当該扶養義務者を指定都市以外の市町村の区域内

に住所を有する者とみなして、所得割の額を算定する

ものとする。

� 省略

４・５ 省略

６ 措置児童等の属する世帯の階層がＢ階層と認定された

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この

表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は０円

とする。

� 省略

� 母子世帯等（母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条

第１項に規定する配偶者のない女子 又は同条第２

項に規定する配偶者のない男子 であつて、民法

第８７７条の規定に基づき現に

児童を扶養しているものの世帯をいう。）

�・� 省略

７～９ 省略

備考

１・２ 省略

３ 所得割の額の算定方法は、地方税法に定めるところに

よるほか、次に定めるところによる。

�・� 省略

� 扶養義務者の所得割の額が指定都市（地方自治法第

２５２条の１９第１項の指定都市をいう。以下同じ。）の

区域内に住所を有する者として算定されているとき

は、当該扶養義務者を指定都市以外の市町村の区域内

に住所を有する者とみなして、所得割の額を算定する

ものとする。

� 省略

４・５ 省略

６ 措置児童等の属する世帯の階層がＢ階層と認定された

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この

表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は０円

とする。

� 省略

� 母子世帯等（母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条

第１項に規定する「配偶者のない女子」又は同条第２

項に規定する「配偶者のない男子」であつて、民法

（明治２９年法律第８９号）第８７７条の規定に基づき現に

児童を扶養しているものの世帯をいう。）

�・� 省略

７～９ 省略

注 省略 注 省略
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県地籍調査費負担金等交付規程

（趣旨）

第１条 国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）により市町又は土地

改良区等（以下「市町等」という。）が行う地籍調査事業に要す

る負担金又は交付金（以下「負担金等」という。）の交付につい

ては、愛媛県補助金等交付規則（平成１８年愛媛県規則第１７号）に

定めるもののほか、この規程の定めるところによる。

（負担金等の交付の申請）

第２条 負担金等の交付を受けようとする市町等は、負担金等交付

申請書（様式第１号）を知事が別に定める期日までに提出しなけ

ればならない。

（負担金等の交付の決定）

第３条 知事は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査

し、適当であると認めたときは、速やかに負担金等の交付の決定

をするものとする。

２ 知事は、負担金等の交付の決定をする場合において必要がある

ときは、条件を付することがある。

（実績報告等）

第５条 市町等は、地籍調査事業が完了したときは、地籍調査事業

の完了の日から起算して２５日を経過した日又は負担金等の交付の

決定のあつた年度の翌年度の４月５日のいずれか早い時期までに

実績報告書（様式第３号）を知事に提出しなければならない。た

だし、負担金等が概算払により交付された場合にあつては、負担

金等の交付の決定のあつた年度の翌年度の４月１０日までとする。

２ 知事は、前項の実績報告書を受理した場合において適当である

と認めたときは、負担金等を交付する。ただし、必要があると認

めたときは、負担金等を概算払することがある。

３ 負担金等の請求をしようとする市町等は、負担金等請求書（様

式第４号）又は概算払請求書（様式第５号）を知事に提出しなけ

ればならない。

（財産の管理）

第６条 市町等は、地籍調査事業により取得し、又は効用の増加し

た財産を、負担金等の交付の目的に従つて適正に管理しなければ

ならない。

２ 市町等は、前項の財産のうちその取得価格又は効用の増加価格

の単価が５０万円を超える機械及び器具を、知事の承認を受けない

で、負担金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、又は担保に供してはならない。ただし、市町等が負担金

等の全部に相当する金額を県に納付した場合又は減価償却資産の

耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する

耐用年数に相当する期間（同令に規定のない財産については、知

事が定める期間）を経過した場合は、この限りでない。

（区分経理及び帳簿書類の備付け）

第７条 負担金に係る地籍調査事業と交付金に係る地籍調査事業と

を併せて行う市町等は、それぞれの事業に関する経理を区分して

行わなければならない。

２ 省略

様式第１号（第２条、様式第２号関係）

省略

年度地籍調査費負担金等交付申請書

愛媛県地籍調査費負担金交付規程

（趣旨）

第１条 国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）により市町又は土地

改良区等（以下「市町等」という。）が行う地籍調査事業に要す

る負担金 の交付につい

ては、愛媛県補助金等交付規則（平成１８年愛媛県規則第１７号）に

定めるもののほか、この規程の定めるところによる。

（負担金 の交付の申請）

第２条 負担金 の交付を受けようとする市町等は、負担金交付申

請書 （様式第１号）を知事が別に定める期日までに提出しなけ

ればならない。

（負担金 の交付の決定）

第３条 知事は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査

し、適当であると認めたときは、速やかに負担金 の交付の決定

をするものとする。

２ 知事は、負担金 の交付の決定をする場合において必要がある

ときは、条件を付することがある。

（実績報告等）

第５条 市町等は、地籍調査事業が完了したときは、地籍調査事業

の完了の日から起算して２５日を経過した日又は負担金 の交付の

決定のあつた年度の翌年度の４月５日のいずれか早い時期までに

実績報告書（様式第３号）を知事に提出しなければならない。た

だし、負担金 が概算払により交付された場合にあつては、負担

金 の交付の決定のあつた年度の翌年度の４月１０日までとする。

２ 知事は、前項の実績報告書を受理した場合において適当である

と認めたときは、負担金 を交付する。ただし、必要があると認

めたときは、負担金を概算払いすることがある。

３ 負担金 の請求をしようとする市町等は、負担金請求書 （様

式第４号）又は概算払請求書（様式第５号）を知事に提出しなけ

ればならない。

（財産の管理）

第６条 市町等は、地籍調査事業により取得し、又は効用の増加し

た財産を、負担金 の交付の目的に従つて適正に管理しなければ

ならない。

２ 市町等は、前項の財産のうちその取得価格又は効用の増加価格

の単価が５０万円を超える機械及び器具を、知事の承認を受けない

で、負担金 の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、又は担保に供してはならない。ただし、市町等が負担金

の全部に相当する金額を県に納付した場合又は減価償却資産の

耐用年数に関する省令 （昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する

耐用年数に相当する期間（同令に規定のない財産については、知

事が定める期間）を経過した場合は、この限りでない。

（ 帳簿書類の備付け）

第７条 省略

様式第１号（第２条、様式第２号関係）

省略

年度地籍調査費負担金交付申請書
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年度において、下記のとおり国土調査法（昭和２６年法

律第１８０号）に基づく、地籍調査事業を実施したいので、愛媛県

地籍調査費負担金等交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第９７０

号）第２条の規定により、負担金（交付金） 円の交付

を申請する。

記

１・２ 省略

３ 事業に要する経費

� 収入の部

年度において、下記のとおり国土調査法（昭和２６年法

律第１８０号）に基づく、地籍調査事業を実施したいので、愛媛県

地籍調査費負担金交付規程 （昭和３６年１２月愛媛県告示第９７０

号）第２条の規定により、負担金 円の交付

を申請する。

記

１・２ 省略

３ 事業に要する経費

� 収入の部

区分
予算額

地籍調査事業に要

する経費の総額 備考 区分
予算額

地籍調査事業に要

する経費の総額 備考

本年度 前年度 本年度 前年度 本年度 前年度 本年度 前年度

県負担金（県

交付金）

省略
県負担金

省略

省略 省略

� 支出の部 � 支出の部

省略 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 費目欄は、地籍調査費負担金交付要綱（昭和３３年１１月２４

日付け経企土第１３０号経済企画事務次官通達）別表第１に

掲げる経費の区分により、該当費目を記入すること。

様式第２号（第４条関係）

省略

年 月 日付け 第 号をもつて、負担金

（交付金）交付決定の通知があつた 年度地籍調査事業に

ついて、下記理由により
�
�
�
�

別紙のとおり経費の配分を変更��
�
�
した

事業を中止（廃止）

いので承認されたく申請する。

省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 別紙は、様式第１号３と同様の様式により作成し、変更箇

所については、変更前を括弧書きで併記すること。

様式第３号（第５条関係）

省略

年度地籍調査費負担金等実績報告書

年 月 日付け愛媛県指令 第 号で負担金

（交付金）の交付の決定のあつた 年度地籍調査について、別

紙のとおり事業を実施したので報告する。

注 不要の文字は、抹消すること。

別紙

１ 省略

２ 決算調書

� 省略

� 収入の部

注 費目欄は、地籍調査費負担金交付要綱（昭和３３年１１月２４日

付け経企土第１３０号経済企画事務次官通達）別表第１に掲げ

る経費の区分により、該当費目を記入すること。

様式第２号（第４条関係）

省略

年 月 日付け 第 号をもつて、負担金

交付決定の通知があつた 年度地籍調査事業に

ついて、下記理由により
�
�
�
�

別紙のとおり経費の配分を変更��
�
�
した

事業を中止（廃止）

いので承認されたく申請する。

省略

	注 別紙は、様式第１号３と同様の様式により作成し、変更箇所

については、変更前を括弧書きで併記すること。

様式第３号（第５条関係）

省略

年度地籍調査費負担金実績報告書

年 月 日付け愛媛県指令 第 号で負担金

の交付の決定のあつた 年度地籍調査について、別

紙のとおり事業を実施したので報告する。

別紙

１ 省略

２ 決算調書

� 省略

� 収入の部

区分
本年度

精算額

本年度

予算額

地籍調査事業に要

する経費の総額
備考 区分

本年度

精算額

本年度

予算額

地籍調査事業に要

する経費の総額
備考

本年度

精算額

本年度

予算額

本年度

精算額

本年度

予算額

県負担金（県

交付金）

省略
県負担金

省略

省略 省略
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��������������
�愛媛県告示第３１５号
海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により海岸保全区域を指定したので、海岸保全区域の指定（昭和３３年３月愛媛県告示

第２７６号）の一部を次のように改正する。

� 支出の部 � 支出の部

省略 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 費目欄は、地籍調査費負担金交付要綱（昭和３３年１１月

２４日付け経企土第１３０号経済企画事務次官通達）別表第

１に掲げる経費の区分により、該当費目を記入するこ

と。

３ 省略

３ 取得財産調書

注１ 費目欄は、地籍調査費負担金交付要綱（昭和３３年１１月

２４日付け経企土第１３０号経済企画事務次官通達）別表第

１に掲げる経費の区分により、該当費目を記入するこ

と。

２ 省略

３ 取得財産調書

省略 省略

�注 １・２ 省略

３ 備考欄には、負担金（交付金）対象経費で購入したも

のと負担金（交付金）対象外で購入したものとの区分を

記入すること。

様式第４号（第５条関係）

年度地籍調査費負担金等請求書

省略

年 月 日付け 指令第 号で交付決定の

あつた地籍調査費負担金（ 交付金）について下記金額

を交付されたく請求する。

省略

�注 １・２ 省略

３ 備考欄には、負担金 対象経費で購入したも

のと負担金 対象外で購入したものとの区分を

記入すること。

様式第４号（第５条関係）

年度地籍調査費負担金請求書

省略

年 月 日付け 指令第 号で交付決定の

あつた地籍調査費負担金 について下記金額

を交付されたく請求する。

省略

交付決定負

担金（交付

決 定 交 付

金）

負担金精算

額（交付金

精算額）

省略

交付決定負

担金

負担金精算

額

省略

注 不要の文字は、抹消すること。

様式第５号（第５条関係）

年度地籍調査費負担金等の概算払請求書

省略

年 月 日付け 指令第 号で交付決定のあ

つた 年度地籍調査費負担金（ 交付金）について別

紙のとおり調査を実施したので、下記金額を概算払によつて交付

されたく請求する。

省略

金 円

注 不要の文字は、抹消すること。

別紙

予 定 出 来 高 等 確 認 調 書

様式第５号（第５条関係）

年度地籍調査費負担金の概算払請求書

省略

年 月 日付け 指令第 号で交付決定のあ

つた 年度地籍調査費負担金 について別

紙のとおり調査を実施したので、下記金額を概算払によつて交付

されたく請求する。

省略

金 円

別紙

予 定 出 来 高 等 確 認 調 書

事業

費

負担

金額

（交

付金

額）

省略

事業

費

負担

金額

省略

省略 省略

注 不要の文字は、抹消すること。
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令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

番号
海岸

名

市町

村

管理

者
延長 区 域 番号

海岸

名

市町

村

管理

者
延長 区 域

１・２

省略

１・２

省略

１～１８

省略

１～１８

省略

１９ 燧灘

沿岸

野々

江漁

港海

岸

今治

市

今治

市長

１，１１

０ メ

ート

ル

基点１から基点２５までを

順次結んだ線並びに基点２５

及び基点１を結んだ線によ

り囲まれた区域

基点の表示（角度の表示

は、真北）

基点１は、今治市大三島

町野々江２８６０番２地先の標

柱

基点２は、基点１から７８

度３０分１４メートルの地点

基点３は、基点２から１６３

度００分１５メートルの地点

基点４は、基点３から１３６

度３０分５９メートルの地点

基点５は、基点４から１６３

度３０分５４メートルの地点

基点６は、基点５から２０４

度３０分１４５メートルの地点

基点７は、基点６から２２１

度３０分４５メートルの地点

基点８は、基点７から１２８

度００分２３メートルの地点

基点９は、基点８から１８１

度００分１１メートルの地点

基点１０は、基点９から２７１

度００分１０メートルの地点

基点１１は、基点１０から２

度００分９メートルの地点

基点１２は、基点１１から３０８

度００分１７メートルの地点

基点１３は、基点１２から２１９

度００分１７メートルの地点

基点１４は、基点１３から２０７

度３０分３６メートルの地点

基点１５は、基点１４から１９０

度００分３６メートルの地点

基点１６は、基点１５から２７３

度００分５１メートルの地点

基点１７は、基点１６から３５９

１９ 燧灘

沿岸

野々

江漁

港海

岸

大三

島町

大三

島町

長

１，０６

０ メ

ート

ル

１ 越智郡大三島町大字

野々江字カサマツ甲４１８２

番地地先第１標柱

２ １点より１８０度測線上２２

メートルの点

３ ２点より１４２度測線上６０

メートルの点

４ ３点より１７０度測線上

５８．５メートルの点

５ ４点より２１１度測線上

１３２メートルの点

６ ５点より２２８度測線上

１００メートルの点

７ ６点より２００度測線上

５１．５メートルの点

８ ７点より２８３度測線上

４２．５メートルの点

９ ８点より１１度測線上３５

メートルの点

１０ ９点より３２５度測線上３０

メートルの点

１１ １０点より２７８度測線上

１００メートルの点

１２ １１点より２６０度測線上７９

メートルの点

１３ １２点より２７４度測線上

２３．５メートルの点

１４ １３点より３３７度測線上

１１８メートルの点

１５ １４点より１４度測線上６０

メートルの点

１６ １５点より５０度測線上１１２

メートルの点

越智郡大三島町大字

野々江字ヲガタ乙２９９３番

地

１ １６点より８３度測線上３１１

メートルの点

以 上１ ２ ３ ４

５ ６ ７ ８ ９

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２５４



度３０分４１メートルの地点

基点１８は、基点１７から３１６

度００分２０メートルの地点

基点１９は、基点１８から２６８

度００分１４２メートルの地点

基点２０は、基点１９から２５１

度００分３９メートルの地点

基点２１は、基点２０から２６７

度００分１９メートルの地点

基点２２は、基点２１から３４２

度００分３８メートルの地点

基点２３は、基点２２から３２２

度００分７８メートルの地点

基点２４は、基点２３から４０

度００分７９メートルの地点

基点２５は、基点２４から１７

度３０分８３メートルの地点

１０ １１ １２ １３ １４

１５ １６ １の各点を結

ぶ線により囲まれた区域

２０・２１

省略

２０・２１

省略

２２ 燧灘

沿岸

宮窪

漁港

海岸

今治

市

今治

市長

２，９７

３ メ

ート

ル

基点１から基点４７までを

順次結んだ線並びに基点

４７、補助点４７、補助点４５、

補助点２７、補助点２３、補助

点１４、補助点５、補助点１

及び基点１を順次結んだ線

により囲まれた区域

基点及び補助点の表示

（角度の表示は、真北）

基点１は、今治市宮窪町

宮窪８５１番２地先の標柱

基点２は、基点１から１６３

度３０分５メートルの地点

基点３は、基点２から２６１

度３０分２８メートルの地点

基点４は、基点３から１７１

度３０分３４メートルの地点

基点５は、基点４から２６２

度３０分２０メートルの地点

基点６は、基点５から１８８

度３０分２７メートルの地点

基点７は、基点６から２３５

度００分７１メートルの地点

基点８は、基点７から１７７

度３０分４０メートルの地点

基点９は、基点８から９３

度３０分５メートルの地点

基点１０は、基点９から１７３

度００分２３メートルの地点

基点１１は、基点１０から２０２

度３０分３１メートルの地点

基点１２は、基点１１から１３６

度００分１３メートルの地点

２２ 燧灘

沿岸

宮窪

漁港

海岸

宮窪

町

宮窪

町長

３，０２

０ メ

ート

ル

基点１から基点３８までを

順次結んだ線並びに基点

３８、補助点３８、補助点３６、

補助点２９、補助点２５、補助

点２２、補 助 点２０、補 助 点

１７、補助点１４、補助点１２、

補助点４、補助点１及び基

点１を順次結んだ線により

囲まれた区域

基点及び補助点の表示

（角度の表示は、真北）

基点１は、越智郡宮窪町

大字宮窪８５１番３に設置され

た標柱

基点２は、基点１から２１５

度００分９６メートルの地点

基点３は、基点２から３２２

度００分２１メートルの地点

基点４は、基点３から２３４

度３０分６７メートルの地点

基点５は、基点４から１８０

度３０分５３メートルの地点

基点６は、基点５から１９５

度３０分４２メートルの地点

基点７は、基点６から２２６

度３０分５５メートルの地点

基点８は、基点７から２００

度００分３７メートルの地点

基点９は、基点８から２２９

度００分８４メートルの地点

基点１０は、基点９から２３９

度３０分４５メートルの地点

基点１１は、基点１０から２５１
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基点１３は、基点１２から２１６

度３０分５３メートルの地点

基点１４は、基点１３から１９３

度００分５０メートルの地点

基点１５は、基点１４から２２１

度３０分１０８メートルの地点

基点１６は、基点１５から２４０

度００分１０３メートルの地点

基点１７は、基点１６から２５６

度３０分５１メートルの地点

基点１８は、基点１７から２６６

度３０分９１メートルの地点

基点１９は、基点１８から２５２

度３０分２０メートルの地点

基点２０は、基点１９から２６７

度３０分１３２メートルの地点

基点２１は、基点２０から２４５

度００分６６メートルの地点

基点２２は、基点２１から２６６

度３０分５２メートルの地点

基点２３は、基点２２から２９５

度３０分１０１メートルの地点

基点２４は、基点２３から２４７

度００分６４メートルの地点

基点２５は、基点２４から２９９

度３０分１１８メートルの地点

基点２６は、基点２５から３０７

度００分２０７メートルの地点

基点２７は、基点２６から３１０

度３０分４６メートルの地点

基点２８は、基点２７から３０７

度００分１３０メートルの地点

基点２９は、基点２８から３１４

度００分３７メートルの地点

基点３０は、基点２９から３１９

度００分８７メートルの地点

基点３１は、基点３０から３２９

度００分１０１メートルの地点

基点３２は、基点３１から３３７

度３０分８５メートルの地点

基点３３は、基点３２から３４１

度００分１５０メートルの地点

基点３４は、基点３３から２７４

度３０分９メートルの地点

基点３５は、基点３４から２２８

度３０分３７メートルの地点

基点３６は、基点３５から２１９

度００分４２メートルの地点

基点３７は、基点３６から３２４

度３０分２５メートルの地点

基点３８は、基点３７から３３５

度００分４８メートルの地点

基点３９は、基点３８から８７

度３０分８５メートルの地点

基点１２は、基点１１から２６６

度００分６３メートルの地点

基点１３は、基点１２から２７１

度３０分１０９メートルの地点

基点１４は、基点１３から２６６

度３０分１２６メートルの地点

基点１５は、基点１４から２１４

度００分３２メートルの地点

基点１６は、基点１５から２７７

度００分９３メートルの地点

基点１７は、基点１６から３０５

度００分１１０メートルの地点

基点１８は、基点１７から２５８

度００分７１メートルの地点

基点１９は、基点１８から３１１

度００分１０１メートルの地点

基点２０は、基点１９から３１５

度００分１２７メートルの地点

基点２１は、基点２０から３１８

度００分９６メートルの地点

基点２２は、基点２１から３２０

度００分８２メートルの地点

基点２３は、基点２２から３１３

度００分７７メートルの地点

基点２４は、基点２３から３２４

度００分６４メートルの地点

基点２５は、基点２４から３２６

度００分５１メートルの地点

基点２６は、基点２５から３３７

度００分１２６メートルの地点

基点２７は、基点２６から３４４

度００分４１メートルの地点

基点２８は、基点２７から３５３

度００分４０メートルの地点

基点２９は、基点２８から３４８

度００分４４メートルの地点

基点３０は、基点２９から３５０

度００分１３０メートルの地点

基点３１は、基点３０から２３５

度００分７５メートルの地点

基点３２は、基点３１から３３１

度３０分２３メートルの地点

基点３３は、基点３２から３４３

度３０分７０メートルの地点

基点３４は、基点３３から９６

度００分３３メートルの地点

基点３５は、基点３４から５５

度００分５６メートルの地点

基点３６は、基点３５から３４８

度００分１０２メートルの地点

基点３７は、基点３６から０

度００分１４５メートルの地点
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度３０分３５メートルの地点

基点４０は、基点３９から４５

度３０分５８メートルの地点

基点４１は、基点４０から３３８

度３０分９４メートルの地点

基点４２は、基点４１から２６１

度３０分１２メートルの地点

基点４３は、基点４２から３５１

度３０分８メートルの地点

基点４４は、基点４３から８１

度３０分１２メートルの地点

基点４５は、基点４４から３５１

度００分１０４メートルの地点

基点４６は、基点４５から３３８

度３０分２９メートルの地点

基点４７は、基点４６から４

度００分１４４メートルの地点

補助点４７は、基点４７から

６４度００分６６メートルの地点

補助点４５は、基点４５から

８４度００分６３メートルの地点

補助点２７は、基点２７から

２１度００分８７メートルの地点

補助点２３は、基点２３から

３５４度００分１０５メートルの地

点

補助点１４は、基点１４から

３０９度００分５９メートルの地点

補助点５は、基点５から

２８６度３０分１０１メートルの地

点

補助点１は、基点１から

３４０度００分８０メートルの地点

基点３８は、基点３７から１７

度００分１２４メートルの地点

補助点３８は、基点３８から

８２度３０分５０メートルの地点

補助点３６は、基点３６から

８４度００分７０メートルの地点

補助点２９は、基点２９から

８０度００分７０メートルの地点

補助点２５は、基点２５から

６５度００分５０メートルの地点

補助点２２は、基点２２から

４７度００分５０メートルの地点

補助点２０は、基点２０から

４７度００分５０メートルの地点

補助点１７は、基点１７から

３０度００分８０メートルの地点

補助点１４は、基点１４から

３５８度００分５０メートルの地点

補助点１２は、基点１２から

３５１度３０分２１７メートルの地

点

補助点４は、基点４から

３２９度３０分６１メートルの地点

補助点１は、基点１から

３４７度００分５０メートルの地点

２３ 省

略

２３ 省

略

２４ 燧灘

沿岸

余所

国漁

港海

岸

今治

市

今治

市長

１，１５

５ メ

ート

ル

基点１から基点２４までを

順次結んだ線並びに基点

２４、補助点２４、補助点２３、

補助点１８、補助点１及び基

点１を順次結んだ線により

囲まれた区域

基点及び補助点の表示

（角度の表示は、真北）

基点１は、今治市宮窪町

余所国９２番４地先の標柱

基点２は、基点１から２８２

度３０分３５メートルの地点

基点３は、基点２から２９５

度００分２７メートルの地点

基点４は、基点３から２７０

度３０分７４メートルの地点

基点５は、基点４から２５８

２４ 燧灘

沿岸

余所

国漁

港海

岸

宮窪

町

宮窪

町長

１，１７

０ メ

ート

ル

１ 越智郡宮窪町大字余所

国字竹の鼻甲７９番地第１

標柱

２ １点より３１５度測線上７２

メートルの点

３ ２点より２５８度測線上３５

メートルの点

４ ３点より２８０度測線上４８

メートルの点

５ ４点より３０２度測線上３６

メートルの点

６ ５点より２６７度測線上５２

メートルの点

７ ６点より２１１度測線上４７

メートルの点

８ ７点より１９４度測線上３７

メートルの点
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度３０分１０９メートルの地点

基点６は、基点５から１８９

度００分８６メートルの地点

基点７は、基点６から２３３

度００分２２メートルの地点

基点８は、基点７から１６

度３０分２１メートルの地点

基点９は、基点８から３

度００分９４メートルの地点

基点１０は、基点９から２６５

度３０分１５メートルの地点

基点１１は、基点１０から２２５

度００分１４メートルの地点

基点１２は、基点１１から２７１

度００分６０メートルの地点

基点１３は、基点１２から３５９

度３０分４８メートルの地点

基点１４は、基点１３から２６２

度３０分５４メートルの地点

基点１５は、基点１４から１７５

度００分１７メートルの地点

基点１６は、基点１５から２６５

度００分３メートルの地点

基点１７は、基点１６から３５５

度００分１６メートルの地点

基点１８は、基点１７から２５１

度３０分３８メートルの地点

基点１９は、基点１８から２７２

度３０分５８メートルの地点

基点２０は、基点１９から２９３

度３０分５１メートルの地点

基点２１は、基点２０から３１２

度３０分１７メートルの地点

基点２２は、基点２１から２５１

度３０分１０メートルの地点

基点２３は、基点２２から３３４

度００分６８メートルの地点

基点２４は、基点２３から２４３

度３０分１１１メートルの地点

補助点２４は、基点２４から

７度３０分５４メートルの地点

補助点２３は、基点２３から

４１度００分１４１メートルの地点

補助点１８は、基点１８から

３４９度３０分９１メートルの地点

補助点１は、基点１から

４度００分６３メートルの地点

９ ８点より２３５度測線上２２

メートルの点

１０ ９点より１０度測線上１０３

メートルの点

１１ １０点より２７４度測線上８２

メートルの点

１２ １１点より５度測線上５４

メートルの点

１３ １２点より３００度測線上５０

メートルの点

１４ １３点より１８８度測線上１２

メートルの点

１５ １４点より２７０度測線上４３

メートルの点

１６ １５点より２８２度測線上５８

メートルの点

１７ １６点より３０５度測線上７３

メートルの点

１８ １７点より３３６度測線上６３

メートルの点

１９ １８点より２５０度測線上

１１３メートルの点

越智郡宮窪町大字余所

国字七通３９３番地第２標柱

１９′１９点より１４度測線上５０

メートルの点

１８′１８点より６度測線上３０

メートルの点

１７′１７点より４２度測線上９０

メートルの点

１６′１６点より２３度測線上５０

メートルの点

６′６点より９度測線上６０

メートルの点

１′１点より１８度測線上６０

メートルの点

以 上１ ２ ３ ４

５ ６ ７ ８ ９

１０ １１ １２ １３ １４

１５ １６ １７ １８ １９

１９′１８′１７′１６′６′

１′１の各点を結ぶ線に

より囲まれたる区域

２５ 省

略

２５ 省

略

２６ 燧灘

沿岸

南浦

今治

市

今治

市長

２，１０

１ メ

ート

基点１から基点２６までを

順次結んだ線並びに基点

２６、補助点２６、補助点２３、

２６ 燧灘

沿岸

南浦

吉海

町

吉海

町長

２，３６

０ メ

ート

１ 越智郡吉海町大字名駒

字ニシノタニ甲１３８９番地

地先第１標柱
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漁港

海岸

ル 補助点１５、補助点１３、補助

点１２、補助点４、補助点１

及び基点１を順次結んだ線

により囲まれた区域

基点及び補助点の表示

（角度の表示は、真北）

基点１は、今治市吉海町

南浦１３１番地先の標柱

基点２は、基点１から１６

度３０分４メートルの地点

基点３は、基点２から２８６

度３０分２３８メートルの地点

基点４は、基点３から２６３

度３０分５６メートルの地点

基点５は、基点４から２２８

度００分７３メートルの地点

基点６は、基点５から２５１

度３０分１１２メートルの地点

基点７は、基点６から２１８

度３０分６３メートルの地点

基点８は、基点７から１９７

度００分７９メートルの地点

基点９は、基点８から２４５

度３０分２６メートルの地点

基点１０は、基点９から２１０

度００分４０メートルの地点

基点１１は、基点１０から１８２

度３０分３９メートルの地点

基点１２は、基点１１から２１９

度００分１５４メートルの地点

基点１３は、基点１２から１９１

度００分２６０メートルの地点

基点１４は、基点１３から２８２

度３０分１６７メートルの地点

基点１５は、基点１４から１９８

度００分１３メートルの地点

基点１６は、基点１５から３２２

度００分１２２メートルの地点

基点１７は、基点１６から３００

度３０分６６メートルの地点

基点１８は、基点１７から２６５

度３０分２２メートルの地点

基点１９は、基点１８から３１４

度３０分１４メートルの地点

基点２０は、基点１９から３５２

度３０分２５メートルの地点

基点２１は、基点２０から３１３

度００分４８メートルの地点

基点２２は、基点２１から２９５

度００分１０４メートルの地点

基点２３は、基点２２から２８１

度３０分２２メートルの地点

基点２４は、基点２３から２７０

漁港

海岸

ル ２ １点より２１度測線上４０

メートルの点

３ ２点より６８度測線上８２

メートルの点

４ ３点より７２度測線上８６

メートルの点

５ ４点より７１度測線上４２

メートルの点

６ ５点より８２度測線上７８

メートルの点

７ ６点より１０７度測線上５０

メートルの点

８ ７点より１１７度測線上９２

メートルの点

９ ８点より１３９度測線上３８

メートルの点

１０ ９点より１６４度測線上４８

メートルの点

１１ １０点より９０度測線上２０

メートルの点

１２ １１点より１２３度測線上５１

メートルの点

１３ １２点より１４１度測線上５１

メートルの点

１４ １３点より１６５度測線上４２

メートルの点

越智郡吉海町大字名駒

字ヤハギ甲１７１５番地地先

第２標柱

１４′１４点より２４１度測線上３０

メートルの点

１３′１３点より２４１度測線上３０

メートルの点

１２′１２点より２２９度測線上３０

メートルの点

１０′１０点より２２３度測線上２０

メートルの点

８′８点より２０２度測線上３０

メートルの点

７′７点より２０１度測線上２０

メートルの点

６′６点より１８０度測線上３０

メートルの点

４′４点より１８０度測線上３０

メートルの点

３′３点より１８０度測線上４０

メートルの点

２′２点より１５２度測線上３０

メートルの点

１′１点より１５５度測線上１０

メートルの点

以上１ ２ ３ ４

５ ６ ７ ８ ９

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２５９



度００分３６メートルの地点

基点２５は、基点２４から２６２

度００分５２メートルの地点

基点２６は、基点２５から２４８

度００分２６５メートルの地点

補助点２６は、基点２６から

１６２度００分６４メートルの地点

補助点２３は、基点２３から

１８０度３０分６０メートルの地点

補助点１５は、基点１５から

２１２度３０分６３メートルの地点

補助点１３は、基点１３から

１４４度３０分８０メートルの地点

補助点１２は、基点１２から

１０８度００分５５メートルの地点

補助点４は、基点４から

１３７度３０分６９メートルの地点

補助点１は、基点１から

２２８度００分４８メートルの地点

１０ １１ １２ １３ １４

１４′１３′１２′１０′８′

７′６′４′３′２′

１′及１の各点を結ぶ線

により囲まれたる区域

１５ 越智郡吉海町大字南浦

字シタハマ甲５９４番地地先

第３標柱

１６ １５点より１０度測線上１７８

メートルの点

１７ １６点より３２度測線上１６９

メートルの点

１８ １７点より５度測線上４２

メートルの点

１９ １８点より２９度測線上３６

メートルの点

２０ １９点より７８度測線上２２

メートルの点

２１ ２０点より１９度測線上３６

メートルの点

２２ ２１点より２５度測線上３８

メートルの点

２３ ２２点より３５度測線上５１

メートルの点

２４ ２３点より５１度測線上２６

メートルの点

２５ ２４点より７９度測線上２０

メートルの点

２６ ２５点より６９度測線上９０

メートルの点

２７ ２６点より４５度測線上７７

メートルの点

２８ ２７点より８４度測線上５１

メートルの点

２９ ２８点より１０２度測線上

２１８メートルの点

３０ ２９点より１４５度測線上９６

メートルの点

越智郡吉海町大字南浦

字シロ谷乙３８番地地先第

４標柱

２８′２８点より１８０度測線上５０

メートルの点

２６′２６点より１２８度測線上５０

メートルの点

２３′２３点より１４２度測線上４０

メートルの点

２０′２０点より１２３度測線上４０

メートルの点

１６′１６点より１０７度測線上４０

メートルの点

１５′１５点より１４６度測線上５０

メートルの点
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以上１５ １６ １７ １８ １９

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

２５ ２６ ２７ ２８ ２９

３０ ２８′２６′２３′２０′

１６′１５′及１５の各点を結

ぶ線により囲まれたる区

域

２７～３３

省略

２７～３３

省略

３４ 燧灘

沿岸

大浜

漁港

海岸

今治

市

今治

市長

２，９０

７ メ

ート

ル

基点１から基点４８までを

順次結んだ線並びに基点

４８、補助点４８、補助点４６、

補助点３８、補助点３７、補助

点３６、補 助 点３５、補 助 点

３３、補助点３０、補助点２９、

補助点２４、補助点１７、補助

点８、補助点７、補助点１

及び基点１を順次結んだ線

により囲まれた区域

基点及び補助点の表示

（角度の表示は、真北）

基点１は、今治市湊町二

丁目丙６番地先の標柱

基点２は、基点１から２４７

度００分７メートルの地点

基点３は、基点２から３５４

度００分４７メートルの地点

基点４は、基点３から３３９

度００分１８０メートルの地点

基点５は、基点４から３４５

度００分５１メートルの地点

基点６は、基点５から３３２

度００分１８メートルの地点

基点７は、基点６から３４５

度００分３９メートルの地点

基点８は、基点７から２５９

度００分４３メートルの地点

基点９は、基点８から３２２

度００分７７メートルの地点

基点１０は、基点９から３３３

度００分６６メートルの地点

基点１１は、基点１０から３４７

度００分３９メートルの地点

基点１２は、基点１１から３３７

度００分１５メートルの地点

基点１３は、基点１２から３０５

度００分３２メートルの地点

基点１４は、基点１３から３３４

度００分７８メートルの地点

基点１５は、基点１４から３４４

度００分１３０メートルの地点

基点１６は、基点１５から３０９

３４ 燧灘

沿岸

大浜

漁港

海岸

今治

市

今治

市長

２，９０

７ メ

ート

ル

基点１から基点４４までを

順次結んだ線並びに基点

４４、補助点４４、補助点４２、

補助点３８、補助点３７、補助

点３６、補 助 点３５、補 助 点

３３、補助点３０、補助点２９、

補助点２４、補助点１７、補助

点８、補助点７、補助点１

及び基点１を順次結んだ線

により囲まれた区域

基点及び補助点の表示

（角度の表示は、真北）

基点１は、今治市湊町二

丁目丙６番地先の標柱（Ｘ

座標１２０７９２．３７５、Ｙ座標－

４６７９２．２０４）

基点２は、基点１から２４７

度００分７メートルの地点

基点３は、基点２から３５４

度００分４７メートルの地点

基点４は、基点３から３３９

度００分１８０メートルの地点

基点５は、基点４から３４５

度００分５１メートルの地点

基点６は、基点５から３３２

度００分１８メートルの地点

基点７は、基点６から３４５

度００分３９メートルの地点

基点８は、基点７から２５９

度００分４３メートルの地点

基点９は、基点８から３２２

度００分７７メートルの地点

基点１０は、基点９から３３３

度００分６６メートルの地点

基点１１は、基点１０から３４７

度００分３９メートルの地点

基点１２は、基点１１から３３７

度００分１５メートルの地点

基点１３は、基点１２から３０５

度００分３２メートルの地点

基点１４は、基点１３から３３４

度００分７８メートルの地点

基点１５は、基点１４から３４４

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２６１



度００分３２メートルの地点

基点１７は、基点１６から３４０

度００分５０メートルの地点

基点１８は、基点１７から３２０

度００分２０メートルの地点

基点１９は、基点１８から２８３

度００分２９メートルの地点

基点２０は、基点１９から３２４

度００分５４メートルの地点

基点２１は、基点２０から２８５

度００分１５メートルの地点

基点２２は、基点２１から２７０

度００分５１メートルの地点

基点２３は、基点２２から３０７

度００分３９メートルの地点

基点２４は、基点２３から３２９

度００分２７メートルの地点

基点２５は、基点２４から２７８

度００分４６メートルの地点

基点２６は、基点２５から３３４

度００分７１メートルの地点

基点２７は、基点２６から２４５

度００分６３メートルの地点

基点２８は、基点２７から３３０

度００分８９メートルの地点

基点２９は、基点２８から３２２

度００分７５メートルの地点

基点３０は、基点２９から３４３

度００分７１メートルの地点

基点３１は、基点３０から３４０

度００分１８２メートルの地点

基点３２は、基点３１から３３５

度００分１３０メートルの地点

基点３３は、基点３２から３４７

度００分１０１メートルの地点

基点３４は、基点３３から３５１

度００分５８メートルの地点

基点３５は、基点３４から３０３

度００分１０６メートルの地点

基点３６は、基点３５から２５７

度００分８１メートルの地点

基点３７は、基点３６から３２１

度００分６８メートルの地点

基点３８は、基点３７から３２８

度００分３３メートルの地点

基点３９は、基点３８から３４０

度００分５７メートルの地点

基点４０は、基点３９から３５４

度００分７８メートルの地点

基点４１は、基点４０から２６４

度００分４メートルの地点

基点４２は、基点４１から３５４

度００分２メートルの地点

度００分１３０メートルの地点

基点１６は、基点１５から３０９

度００分３２メートルの地点

基点１７は、基点１６から３４０

度００分５０メートルの地点

基点１８は、基点１７から３２０

度００分２０メートルの地点

基点１９は、基点１８から２８３

度００分２９メートルの地点

基点２０は、基点１９から３２４

度００分５４メートルの地点

基点２１は、基点２０から２８５

度００分１５メートルの地点

基点２２は、基点２１から２７０

度００分５１メートルの地点

基点２３は、基点２２から３０７

度００分３９メートルの地点

基点２４は、基点２３から３２９

度００分２７メートルの地点

基点２５は、基点２４から２７８

度００分４６メートルの地点

基点２６は、基点２５から３３４

度００分７１メートルの地点

基点２７は、基点２６から２４５

度００分６３メートルの地点

基点２８は、基点２７から３３０

度００分８９メートルの地点

基点２９は、基点２８から３２２

度００分７５メートルの地点

基点３０は、基点２９から３４３

度００分７１メートルの地点

基点３１は、基点３０から３４０

度００分１８２メートルの地点

基点３２は、基点３１から３３５

度００分１３０メートルの地点

基点３３は、基点３２から３４７

度００分１０１メートルの地点

基点３４は、基点３３から３５１

度００分５８メートルの地点

基点３５は、基点３４から３０３

度００分１１８メートルの地点

基点３６は、基点３５から２５７

度００分７５メートルの地点

基点３７は、基点３６から３２１

度００分６３メートルの地点

基点３８は、基点３７から３２８

度００分３３メートルの地点

基点３９は、基点３８から３４０

度００分５７メートルの地点

基点４０は、基点３９から３５４

度００分１０３メートルの地点

基点４１は、基点４０から３４９

度００分６８メートルの地点
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基点４３は、基点４２から８４

度００分４メートルの地点

基点４４は、基点４３から３５４

度００分２３メートルの地点

基点４５は、基点４４から３４９

度００分６８メートルの地点

基点４６は、基点４５から１

度００分６７メートルの地点

基点４７は、基点４６から１５

度００分４６メートルの地点

基点４８は、基点４７から３１

度００分３１メートルの地点

補助点４８は、基点４８から

７０度００分１１４メートルの地点

補助点４６は、基点４６から

９０度００分４７メートルの地点

補助点３８は、基点３８から

２４度００分９４メートルの地点

補助点３７は、基点３７から

４８度００分２０３メートルの地点

補助点３６は、基点３６から

５４度００分１５４メートルの地点

補助点３５は、基点３５から

４０度００分５４メートルの地点

補助点３３は、基点３３から

９６度００分６８メートルの地点

補助点３０は、基点３０から

３０度００分４３メートルの地点

補助点２９は、基点２９から

６５度００分８５メートルの地点

補助点２４は、基点２４から

４度００分６２メートルの地点

補助点１７は、基点１７から

４１度００分５０メートルの地点

補助点８は、基点８から

３度００分７５メートルの地点

補助点７は、基点７から

７２度００分４４メートルの地点

補助点１は、基点１から

６７度００分３７メートルの地点

基点４２は、基点４１から１

度００分６７メートルの地点

基点４３は、基点４２から１５

度００分４６メートルの地点

基点４４は、基点４３から３１

度００分３１メートルの地点

補助点４４は、基点４４から

７０度００分１１４メートルの地点

補助点４２は、基点４２から

９０度００分４７メートルの地点

補助点３８は、基点３８から

２４度００分９４メートルの地点

補助点３７は、基点３７から

４８度００分２０３メートルの地点

補助点３６は、基点３６から

５６度００分１５４メートルの地点

補助点３５は、基点３５から

５２度００分５７メートルの地点

補助点３３は、基点３３から

９６度００分６８メートルの地点

補助点３０は、基点３０から

３０度００分４３メートルの地点

補助点２９は、基点２９から

６５度００分８５メートルの地点

補助点２４は、基点２４から

４度００分６２メートルの地点

補助点１７は、基点１７から

４１度００分５０メートルの地点

補助点８は、基点８から

３度００分７５メートルの地点

補助点７は、基点７から

７２度００分４４メートルの地点

補助点１は、基点１から

６７度００分３７メートルの地点

３５～４０

省略

３５～４０

省略

４１ 伊予

灘沿

岸亀

岡漁

港海

岸

今治

市

今治

市長

２，９０

４ メ

ート

ル

基点１から基点４７までを

順次結んだ線並びに基点

４７、補助点４７、補助点４６、

補助点４５、補助点４３、補助

点１９、補 助 点９、補 助 点

３、補助点１及び基点１を

順次結んだ線により囲まれ

た区域

基点及び補助点の表示

（角度の表示は、真北）

４１ 伊予

灘沿

岸亀

岡漁

港海

岸

菊間

町

菊間

町長

基点１から基点１８までを

順次結んだ線並びに基点

１８、補助点１８、補助点１６、

補助点１５、補助点１３、補助

点１及び基点１を順次結ん

だ線により囲まれた区域

基点及び補助点の表示

（角度の表示は、真北）

基点１は、菊間町佐方１９９

番地の東隅護岸に設置した
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基点１は、今治市菊間町

佐方１７５番地先の標柱

基点２は、基点１から１６８

度３０分９メートルの地点

基点３は、基点２から２６０

度００分３５６メートルの地点

基点４は、基点３から２４５

度００分４６メートルの地点

基点５は、基点４から２３６

度３０分１５５メートルの地点

基点６は、基点５から１４６

度３０分２０メートルの地点

基点７は、基点６から２３５

度００分１４メートルの地点

基点８は、基点７から３３２

度３０分２１メートルの地点

基点９は、基点８から２３５

度００分１１０メートルの地点

基点１０は、基点９から１６５

度３０分２５メートルの地点

基点１１は、基点１０から２６３

度００分１６メートルの地点

基点１２は、基点１１から１７８

度３０分６１メートルの地点

基点１３は、基点１２から２４７

度３０分１８メートルの地点

基点１４は、基点１３から３４７

度３０分５２メートルの地点

基点１５は、基点１４から１６７

度３０分５１メートルの地点

基点１６は、基点１５から１６３

度３０分１６メートルの地点

基点１７は、基点１６から３４２

度００分２６メートルの地点

基点１８は、基点１７から６２

度００分１１メートルの地点

基点１９は、基点１８から３３５

度３０分５８メートルの地点

基点２０は、基点１９から２４４

度００分６０メートルの地点

基点２１は、基点２０から２３５

度００分２４メートルの地点

基点２２は、基点２１から２４４

度３０分６０メートルの地点

基点２３は、基点２２から２５３

度００分３６メートルの地点

基点２４は、基点２３から２

度３０分１７メートルの地点

基点２５は、基点２４から２７６

度３０分３３メートルの地点

基点２６は、基点２５から２８８

度００分５２メートルの地点

基点２７は、基点２６から１８２

標柱

基点２は、基点１から２２７

度３０分２２メートルの地点

基点３は、基点２から２６０

度３０分１００メートルの地点

基点４は、基点３から２３６

度３０分３４６メートルの地点

基点５は、基点４から１７９

度００分８２メートルの地点

基点６は、基点５から２４６

度００分２０メートルの地点

基点７は、基点６から３３９

度３０分１８２メートルの地点

基点８は、基点７から２４５

度００分１８３メートルの地点

基点９は、基点８から２６１

度３０分８０メートルの地点

基点１０は、基点９から１９９

度００分１７３メートルの地点

基点１１は、基点１０から３０６

度３０分２０メートルの地点

基点１２は、基点１１から３５５

度３０分１８２メートルの地点

基点１３は、基点１２から２４５

度００分２１５メートルの地点

基点１４は、基点１３から２７０

度００分７３メートルの地点

基点１５は、基点１４から２

度００分２７７メートルの地点

基点１６は、基点１５から２８６

度００分３４５メートルの地点

基点１７は、基点１６から２３４

度３０分１４４メートルの地点

基点１８は、基点１７から３２４

度００分５メートルの地点

補助点１８は、基点１８から

３２４度００分６０メートルの地点

補助点１６は、基点１６から

３５０度３０分７１メートルの地点

補助点１５は、基点１５から

５４度００分８０メートルの地点

補助点１３は、基点１３から

３５９度００分１７０メートルの地

点

補助点１は、基点１から

０度００分１６０メートルの地点

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２６４



度００分６３メートルの地点

基点２８は、基点２７から８０

度３０分５メートルの地点

基点２９は、基点２８から１６６

度００分１６メートルの地点

基点３０は、基点２９から２５６

度３０分１２メートルの地点

基点３１は、基点３０から２０２

度３０分１４６メートルの地点

基点３２は、基点３１から２９８

度３０分２０メートルの地点

基点３３は、基点３２から７

度３０分６５メートルの地点

基点３４は、基点３３から３４３

度３０分４０メートルの地点

基点３５は、基点３４から１１

度００分６５メートルの地点

基点３６は、基点３５から５０

度００分５０メートルの地点

基点３７は、基点３６から２３０

度００分２１メートルの地点

基点３８は、基点３７から２３９

度３０分１２７メートルの地点

基点３９は、基点３８から１６１

度００分１６メートルの地点

基点４０は、基点３９から２４６

度３０分４メートルの地点

基点４１は、基点４０から３４１

度００分１６メートルの地点

基点４２は、基点４１から２４５

度３０分８６メートルの地点

基点４３は、基点４２から２４９

度００分５６メートルの地点

基点４４は、基点４３から２６８

度００分７３メートルの地点

基点４５は、基点４４から１

度３０分２７３メートルの地点

基点４６は、基点４５から１８１

度３０分３４５メートルの地点

基点４７は、基点４６から２３４

度３０分１４５メートルの地点

補助点４７は、基点４７から

３２４度３０分５４メートルの地点

補助点４６は、基点４６から

３５２度３０分６０メートルの地点

補助点４５は、基点４５から

５４度００分６９メートルの地点

補助点４３は、基点４３から

３５５度００分１６３メートルの地

点

補助点１９は、基点１９から

０度００分１５５メートルの地点

補助点９は、基点９から

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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�愛媛県告示第３１６号
愛媛県工事執行規程（昭和３９年８月愛媛県告示第６９５号）の一部を次のように改正し、令和２年４月１日から施行する。ただし、改正後

の愛媛県工事執行規程第１３条、第２１条及び様式第５号の規定は、同日以後に契約を締結する工事について適用し、同日前に契約を締結して

いる工事については、なお従前の例による。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

３５３度００分８０メートルの地点

補助点３は、基点３から

１０度３０分１１４メートルの地点

補助点１は、基点１から

３４８度３０分５０メートルの地点

４２～１８３

省略

４２～１８３

省略

改 正 後 改 正 前

（債権譲渡）

第１３条 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

（契約不適合責任）

第２１条 請負者が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない工

事目的物を引き渡した場合において、契約担当者が請負者に対し

て履行の追完の請求、請負代金の減額の請求、損害賠償の請求及

び契約の解除をすることができる期間（以下「契約不適合責任期

間」という。）は、当該工事目的物の引渡しのあつた日から２年

以内とする。

２ 地方局長は、契約不適合責任期間内に当該工事目的物が請負者

の責めに帰すべき理由により契約の内容に適合しないことを知つ

たときは、遅滞なく、意見を付してその旨 を部長に報

告しなければならない。

様式第４号（第１３条関係）

（債権譲渡）

第１３条 債権譲渡承認の対象は、請負代金額５０万円以上の工事と

し、譲渡債権の額は請負代金額から前払額及び既成部分の支払済

額を除いたものの５割以内であつて最高５００万円をこえてはなら

ない。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 第１項の場合において中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第

１８１号）による組合が譲受者であるときは、同項の規定にかかわ

らず請負代金額５０万円未満の工事についても債権譲渡を承認する

ことができるものとする。

７ 前各項の規定にかかわらず、請負者が愛媛県建設業振興資金貸

付金の貸付けを受けるために愛媛県建設業協同組合連合会に対し

て行う債権譲渡及び公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活

用した融資制度又は地域建設業経営強化融資制度に係る融資を受

けるために愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サ

ービスに対して行う債権譲渡に係る承認の対象範囲及び事務手続

は、別に定める。

（かし担保）

第２１条 かし担保の期間は原則として次によるものとする。

� 工事目的物が畑地かんがい末端施設である場合 ３年間

� 工事目的物が石造、土造、煉瓦造及びコンクリート造並びに

これらに類する場合 ２年間

� 工事目的物が前２号以外のものである場合 １年間

２ 地方局長は、かし担保期間 内に当該工事目的物が請負者
き

の責めに帰すべき理由により滅失し、又は毀損したときは

、意見を付して遅滞なくその状況を部長に報

告しなければならない。

様式第４号（第１３条関係）

省略 省略

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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�愛媛県告示第３１７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、四国地方整備局長から次のとおり公共

測量が終了した旨の通知があった。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（三次元データ計測）

２ 作業期間 令和２年１月１６日から

２月２８日まで

３ 作業地域 愛媛県の一部

�������
�愛媛県告示第３１８号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、新居浜市長から次のとおり公共測量が

終了した旨の通知があった。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（３級基準点）

２ 作業期間 令和２年１月６日から

令和２年３月１３日まで

３ 作業地域 新居浜市本郷一丁目、中村一丁目

�������
�愛媛県告示第３１９号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、宇和島市長から次のとおり公共測量が

終了した旨の通知があった。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（数値地形図データ修正 地図情報レベ

ル２５００）

２ 作業期間 令和元年７月２０日から

令和２年３月１０日まで

３ 作業地域 宇和島市一円

�������
�愛媛県告示第３２０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、今治広域都市計画道路の変

更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供

する。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３２１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、宇和島都市計画道路の変更

に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供す

る。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３２２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、宇和島都市計画駐車場の変

更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供

する。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３２３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画下水道の

変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に

供する。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

様式第５号（第１３条関係）

注 ７ 債権譲渡を必要とする理由には、借入金の使途等につ

いて詳細な理由を記入すること。

様式第５号（第１３条関係）

省略

承 諾 の 条 件

１ 省略

２ 省略

３ 省略

省略

承 諾 の 条 件

１ 省略

２ 当該契約書の条項に基づき工事請負代金と違約金、賠償

金等とを相殺した後、請負者に対し債務のある場合におい

てのみ、譲受者の請求権を認めるものとする。変更契約の

締結、契約解除等により工事請負代金等の債務に変更を生

じた場合も、同様とする。

３ 省略

４ 省略

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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�愛媛県告示第３２５号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の３５の８第３項の規

定により、指定構造計算適合性判定機関から次のとおり事務所の所

在地の変更の届出があった。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 名称

株式会社愛媛建築住宅センター

２ 変更する構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

� 変更前

名 称 事務所の所在地

省略

南予支店 愛媛県大洲市東大洲４５９番地３

� 変更後

名 称 事務所の所在地

省略

３ 変更年月日

令和２年４月１日

�愛媛県告示第３２４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の２１第２項の規定により指定確認検査機関から確認検査の業務を行う事務所の所在地の変更の

届出があったので、建築基準法に基づく指定確認検査機関の指定（平成２４年４月愛媛県告示第４７４号）の一部を次のように改正し、令和２年

４月１日から施行する。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県告示第３２６号
指定金融機関等の名称、位置、取り扱う事務の範囲等（昭和４８年９月愛媛県告示第８２２号）の一部を次のように改正し、令和２年４月１日

から施行する。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

一・二 省略

三 収納代理金融機関の名称、位置等

� 名称及び位置

一・二 省略

三 収納代理金融機関の名称、位置等

� 名称及び位置

名 称 位 置 名 称 位 置

�～� 省略 �～� 省略

� 株式会社商工組合中央金

庫

東京都中央区八重洲二丁目１０

番１７号

� 店舗の名称、位置等

１ 収納代理総括店

� 店舗の名称、位置等

１ 収納代理総括店

名 称 位 置 名 称 位 置

省略 省略

商工組合中央金庫松山支店 松山市千舟町三丁目３番地８

改 正 後 改 正 前

４ 確認検査の業務を行う事務所の所在地 ４ 確認検査の業務を行う事務所の所在地

名 称 事務所の所在地 名 称 事務所の所在地

省略 省略

南 予 支 店 愛媛県大洲市東大洲４５９番地３

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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�愛媛県告示第３２７号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

令和２年３月３１日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

�愛媛県告示第３２８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

令和２年３月３１日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

�愛媛県告示第３２９号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１４第１項の規定により、次のとおり指

定一般相談支援事業者を指定した。

令和２年３月３１日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

２ 収納代理取扱店

愛媛信用金庫、宇和島信用金庫、東予信用金庫及び川之

江信用金庫の本店及び支店並びに四国労働金庫の県内の

支店

愛媛県信用漁業協同組合連合会の本所及び支所

みずほ銀行及び三井住友銀行の本店、支店及び出張所並

びに中国銀行、広島銀行、山口銀行、阿波銀行、百十四

銀行、四国銀行、徳島大正銀行、香川銀行、高知銀行、

三井住友信託銀行及び観音寺信用金庫

の県内の支店

日本マルチペイメントネットワーク運営機構が運営する

マルチペイメントネットワークを利用した方法により公

金を収納する場合にあつては、四国労働金庫、中国銀

行、広島銀行、山口銀行、阿波銀行、百十四銀行、四国

銀行、徳島大正銀行、香川銀行、高知銀行、三井住友信

託銀行及び観音寺信用金庫 の本店及

び県外の支店

２ 収納代理取扱店

愛媛信用金庫、宇和島信用金庫、東予信用金庫及び川之

江信用金庫の本店及び支店並びに四国労働金庫の県内の

支店

愛媛県信用漁業協同組合連合会の本所及び支所

みずほ銀行及び三井住友銀行の本店、支店及び出張所並

びに中国銀行、広島銀行、山口銀行、阿波銀行、百十四

銀行、四国銀行、徳島大正銀行、香川銀行、高知銀行、

三井住友信託銀行、観音寺信用金庫及び商工組合中央金

庫の県内の支店

日本マルチペイメントネットワーク運営機構が運営する

マルチペイメントネットワークを利用した方法により公

金を収納する場合にあつては、四国労働金庫、中国銀

行、広島銀行、山口銀行、阿波銀行、百十四銀行、四国

銀行、徳島大正銀行、香川銀行、高知銀行、三井住友信

託銀行、観音寺信用金庫及び商工組合中央金庫の本店及

び県外の支店

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０２００３７３ 株式会社ドルトン 愛媛県今治市別名１９４
番地１ 近 藤 紋 生 放課後等デイ

サービス
放課後等デイサービス
ふらすこ

愛媛県今治市別名１９４
番地１

令和２年
１月６日

３８５０２００３８１ 特定非営利活動法人続
ける力

愛媛県今治市桜井三丁
目９番５号 山 � 昭 人 児童発達支援 おくらっこくらぶ 愛媛県今治市近見町２

丁目１番６１号
令和２年
２月１２日

３８５０２００３８１ 特定非営利活動法人続
ける力

愛媛県今治市桜井三丁
目９番５号 山 � 昭 人 放課後等デイ

サービス おくらっこくらぶ 愛媛県今治市近見町２
丁目１番６１号

令和２年
２月１２日

３８５０５００３３５ えーる合同会社 愛媛県新居浜市庄内町
四丁目６番５号 田 村 梨 沙 放課後等デイ

サービス
放課後等デイサービス
えーるいーすと

愛媛県新居浜市庄内町
四丁目５番３３号

令和２年
３月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０６００５３０ 社会福祉法人聖風会 愛媛県西条市氷見字上
寺丙１９５番地 眞 鍋 敏 朗 短期入所 障害児支援施設 東予

学園
愛媛県西条市楠乙４３８
番地２１

令和２年
２月１日

３８１０２００９６８ 一般社団法人たんぽり
こ

愛媛県今治市唐子台東
一丁目２番地４０ 谷 口 和 俊 生活介護 生活介護事業所 たん

ぽりこ
愛媛県今治市唐子台東
一丁目２番地４０

令和２年
３月１日

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２６９
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�愛媛県告示第３３０号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

令和２年３月３１日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

�愛媛県告示第３３１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

令和２年３月３１日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

�愛媛県告示第３３２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

令和２年３月３１日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

�愛媛県告示第３３３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

常盤タクシー株式会社 みよしケアサービス 愛媛県西条市楠甲６８０－１ 令和２年２月３日 訪問介護

株式会社新居浜愛媛画材 爽快 ＳＯＵＫＡＩ 愛媛県新居浜市若水町一丁目１番１４号 令和２年２月２９日 福祉用具貸与

株式会社新居浜愛媛画材 爽快 ＳＯＵＫＡＩ 愛媛県新居浜市若水町一丁目１番１４号 令和２年２月２９日 特定福祉用具販売

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社新居浜愛媛画材 爽快 ＳＯＵＫＡＩ 愛媛県新居浜市若水町一丁目１番１４号 令和２年２月２９日 介護予防福祉用具
貸与

株式会社新居浜愛媛画材 爽快 ＳＯＵＫＡＩ 愛媛県新居浜市若水町一丁目１番１４号 令和２年２月２９日 特定介護予防福祉
用具販売

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８２１３００２２９ 社会福祉法人光と風 愛媛県四国中央市中之
庄町５４２ 木 下 明 共同生活援助 グループホーム さつ

き
愛媛県四国中央市土居
町入野８５２－２

令和元年
１２月３１日

３８２０２００２６３ 社会福祉法人今治福祉
施設協会

愛媛県今治市南宝来町
１丁目９番８号 胡 井 裕 志 共同生活援助 しおかぜ 愛媛県今治市松木４０５

番地４
令和２年
１月３１日

３８１０２００５６２ 特定非営利活動法人続
ける力

愛媛県今治市桜井三丁
目９番５号 山 � 昭 人 就労継続支援

Ａ型
エコステーション 未
来

愛媛県今治市桜井三丁
目９番５号

令和２年
３月１０日

事業者番号
指 定 一 般 相 談 支 援 事 業 者

指定地域相談
支援の種類

指 定 一 般 相 談 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８３１３００５６５ 株式会社ＴＲＵＳＴ 愛媛県四国中央市土居
町野田甲１２７３番地２ 野 村 誠 地域移行支援 相談支援事業所らぽ～

る
愛媛県四国中央市土居
町野田甲１２７３番地２

令和２年
１月１日

３８３１３００５６５ 株式会社ＴＲＵＳＴ 愛媛県四国中央市土居
町野田甲１２７３番地２ 野 村 誠 地域定着支援 相談支援事業所らぽ～

る
愛媛県四国中央市土居
町野田甲１２７３番地２

令和２年
１月１日

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２７０
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令和２年３月３１日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第３３４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

令和２年３月３１日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第３３５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１０７条第１項本文の規定により、次のとおり介護医療院の開設を許可した。

令和２年３月３１日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第３３６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

令和２年３月３１日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

社会福祉法人西予市野城総合福祉協会 特定施設入居者生活介護事業所 奥伊
予荘 愛媛県西予市城川町古市１７７３番地１ 平成３１年４月１日 特定施設入居者生

活介護

社会福祉法人西予総合福祉会 リハビリ専門デイサービス歩 愛媛県西予市宇和町卯之町三丁目４８６
番地 平成３１年４月１日 通所介護

社会福祉法人西予総合福祉会 リハビリ訪問看護ステーション歩 愛媛県西予市宇和町卯之町三丁目４８６
番地 令和元年７月１日 訪問看護

株式会社ニチイ学館 ニチイケアセンターうわじま中央 愛媛県宇和島市恵美須町二丁目７番３
号 令和元年９月２４日 訪問介護

公益財団法人正光会 訪問看護ステーションアロハ 愛媛県南宇和郡愛南町城辺甲２９３４番地 令和元年１０月１日 訪問看護

株式会社よしまる デイサービス 未来 愛媛県宇和島市吉田町東小路甲１４番地
５ 令和２年１月１日 通所介護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

社会福祉法人西予市野城総合福祉協会 特定施設入居者生活介護事業所 奥伊
予荘 愛媛県西予市城川町古市１７７３番地１ 平成３１年４月１日 介護予防特定施設

入居者生活介護

社会福祉法人西予総合福祉会 リハビリ訪問看護ステーション歩 愛媛県西予市宇和町卯之町三丁目４８６
番地 令和元年７月１日 介護予防訪問看護

公益財団法人正光会 訪問看護ステーションアロハ 愛媛県南宇和郡愛南町城辺甲２９３４番地 令和元年１０月１日 介護予防訪問看護

介 護 医 療 院 の 開 設 者 の
名 称 又 は 氏 名

介 護 医 療 院
許可年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

社会医療法人 北斗会 介護医療院 ほくと 愛媛県大洲市東大洲５ 平成３１年４月１日 介護医療院

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ライフ・シェアリング ライフ・シェアリング訪問看護ステー
ション

愛媛県北宇和郡鬼北町大字奈良４１３４番
地１ 令和元年５月３１日 訪問看護

有限会社介護サービス菜の花 デイサービスあんず 愛媛県宇和島市保田字大幡口甲１９１６番
地１ 令和元年１２月３１日 通所介護

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２７１
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�愛媛県告示第３３７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

令和２年３月３１日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第３３８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３３９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３４０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ライフ・シェアリング ライフ・シェアリング訪問看護ステー
ション

愛媛県北宇和郡鬼北町大字奈良４１３４番
地１ 令和元年５月３１日 介護予防訪問看護

株式会社げんきステーション 訪問看護げんきステーション 愛媛県宇和島市三間町則１２９６番地 令和２年１月２０日 介護予防訪問看護

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号

宇和島市吉田町法花津字ウバサコ８番耕地７５番１地先 旧 １０．９～１４．３ ０．０１４

宇和島市吉田町法花津字ウバサコ８番耕地７５番３から

同字８番耕地７５番４まで
新 １１．１～１４．４ ０．０１４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
宇和島市吉田町法花津字ウバサコ８番耕地７５番３から

同字８番耕地７５番４まで
令和２年３月３１日

株式会社新風会 デイサービスセンター 龍星 愛媛県大洲市柚木字王子ヶ平５８７番地
１ 令和元年１２月３１日 通所介護

株式会社げんきステーション 訪問看護げんきステーション 愛媛県宇和島市三間町則１２９６番地 令和２年１月２０日 訪問看護

社会福祉法人 西予総合福祉会 游の里デイサービスセンター 愛媛県西予市宇和町明間６１２５番地 令和２年２月２９日 通所介護

有限会社 ケア・サポート太陽 ケア・サポート太陽指定訪問介護事業
所

愛媛県南宇和郡愛南町御荘平城４５７８番
地 令和２年２月２９日 訪問介護

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２７２
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公 告

教育委員会訓令

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛地方労働組合執行委員長玉井博司から次のとおり争

議行為を行う旨の通知が令和２年３月１２日にあったので公表する。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事件 ２０２０年度賃金引上げ・その他に関する事項

２ 日時 ２０２０年４月３日正午以降本問題が完全解決に至る間

３ 場所

病 院 名 所 在 地

一般財団法人 創精会 松山市美沢１－１０－３８

４ 概要 前記記載の場所においてあらゆる形の争議行為を単独ま

たは併用して実施する。

�愛媛県告示第３４１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県教育委員会訓令第３号
県 立 学 校

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令

愛媛県県立学校教育課程基準（昭和４８年愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 嵐田之浜岩松線
宇和島市津島町近家甲１６０７－２３８から

同町近家甲１６０７－２４３まで
令和２年３月３１日

〃 〃
宇和島市津島町近家甲１６０７－２３７から

同町近家甲１６０７－２２１まで
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西谷吉田線
宇和島市吉田町立間木ノ下１番耕地１８８６番４から

同町立間木ノ下１番耕地１８９６番５まで
令和２年３月３１日

〃 〃
宇和島市吉田町立間木ノ下１番耕地１８９９番３から

同町立間木ノ下１番耕地１９１１番３まで
〃

改 正 後 改 正 前

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、特別支援学校幼稚部教育要領（平成２９年４月文部科

学省告示第７２号）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成２９年４月文部科学省告示第７３号。小学部に係る部分に限

る。）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成２１年３

月文部科学省告示第３６号。中学部に係る部分に限る。）、平成３０

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、特別支援学校幼稚部教育要領（平成２９年４月文部科

学省告示第７２号）

、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成２１年３

月文部科学省告示第３６号 ）、平成３０

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２７３



人事委員会規則

附 則

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則３―２８
愛媛県人事委員会事務局処務規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

愛媛県人事委員会事務局処務規則の一部を改正する規則

愛媛県人事委員会事務局処務規則（愛媛県人事委員会規則３―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事務局長の専決）

第１０条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

� 省略

� 事務局会計年度任用職員の任免に関すること。

� 地方公務員法第５８条第５項の規定に基づき人事委員会が行う

職権の行使のうち重要な事項以外の事項に係るもの

に関すること（次条第１２号及び第

１２条第３号に掲げる事項を除く。）。

�～� 省略

� 軽易な事項の通知、報告、照会、回答等に関すること（次条

第１３号及び第１２条第４号に掲げる事項を除く。）。

（次長の専決）

第１１条 次長の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 地方公務員法第５８条第５項の規定に基づき人事委員会が行う

職権の行使のうち軽易な事項に係るものに関すること（次条第

３号に掲げる事項を除く。）。

	 軽易な事項で事務局長が特に指定するものの通知、報告、照

会、回 答 等 に 関 す る こ と（次 条 第４号 に 掲 げ る 事 項 を 除

く。）。

（課長の専決）

第１２条 課長の専決事項は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 地方公務員法第５８条第５項の規定に基づき人事委員会が行う

職権の行使のうち軽易かつ定例的な事項に係るものに関するこ

と。

� 省略

（事務局長の専決）

第１０条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

� 省略

� 事務局臨時職員 の任免に関すること。

� 地方公務員法第５８条第５項の規定に基づき人事委員会が行う

職権の行使（労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）の規定に

基づく職権の行使に限る。）に関すること

。

�～� 省略

� 軽易な事項の通知、報告、照会、回答等に関すること（次条

第１２号及び第１２条第３号に掲げる事項を除く。）。

（次長の専決）

第１１条 次長の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 軽易な事項で事務局長が特に指定するものの通知、報告、照

会、回 答 等 に 関 す る こ と（次 条 第３号 に 掲 げ る 事 項 を 除

く。）。

（課長の専決）

第１２条 課長の専決事項は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 省略

年４月１日から平成３３年３月３１日までの間における特別支援学校

小学部・中学部学習指導要領の特例を定める件（平成２９年１２月文

部科学省告示第１８１号。中学部に係る部分に限る。）、特別支援

学校高等部学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第３７号）

及び平成３１年４月１日から新特別支援学校高等部学習指導要領が

適用されるまでの間における現行特別支援学校高等部学習指導要

領の特例を定める件（平成３１年２月文部科学省告示第１５号）によ

らなければならない。

２ 省略

年４月１日から平成３３年３月３１日までの間における特別支援学校

小学部・中学部学習指導要領の特例を定める件（平成２９年１２月文

部科学省告示第１８１号 ）、特別支援

学校高等部学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第３７号）

及び平成３１年４月１日から新特別支援学校高等部学習指導要領が

適用されるまでの間における現行特別支援学校高等部学習指導要

領の特例を定める件（平成３１年２月文部科学省告示第１５号）によ

らなければならない。

２ 省略

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２７４
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附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則６―２０７
職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則

職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則６―５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

行政職群級別職務区分表

別表第１（第４条関係）

行政職群級別職務区分表

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 管理者の事務部局 省略 省略 管理者の事務部局 省略

９級 局付（９級）

中央病院事務局長

９級

中央病院事務局長

備考 省略

別表第４（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

備考 省略

別表第４（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 省略

４級 省略 ４級 省略

管理者の事務部局 局付（４級）

副院長（中央病院副院長を除

く。）

省略

管理者の事務部局

副院長（中央病院副院長を除

く。）

省略

５級 省略 ５級 省略

管理者の事務部局 病院管理監

局付（５級）

省略

管理者の事務部局 病院管理監

省略

別表第５（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

別表第５（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 管理者の事務部局 省略 省略 管理者の事務部局 省略

７級 局付

薬剤部長

７級

薬剤部長

備考 省略

別表第６（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

備考 省略

別表第６（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 管理者の事務部局 省略 省略 管理者の事務部局 省略

７級 局付

副院長

７級

副院長

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２７５
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７―１２２６
職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行し、令和２年２月１日から適用する。

�愛媛県人事委員会規則７―１２２７
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（産業技術研究所、衛生環境研究所等に勤務する職員の特殊勤務

手当）

第７条 省略

２ 省略

３ 条例第９条に定める「病理細菌を取り扱う業務」とは、次に掲

げる勤務箇所の試験室等において、危険である細菌検査の研究又

は製造等に従事する場合をいう。

（産業技術研究所、衛生環境研究所等に勤務する職員の特殊勤務

手当）

第７条 省略

２ 省略

３ 条例第９条に定める「病理細菌を取り扱う業務」とは、次に掲

げる勤務箇所の試験室等において、危険である細菌検査の研究又

は製造等に従事する場合をいう。

勤務箇所名 業務の内容 勤務箇所名 業務の内容

衛生環境研究所

保健所

動物愛護センタ

ー

家畜保健衛生所

家畜病性鑑定所

コレラ、赤痢（疫痢を含む。）、腸チフ
そう しん しよう

ス、パラチフス、痘瘡、発疹チフス、 猩

紅熱、ジフテリヤ、流行性脳脊髄膜炎、ペ

スト、腸管出血性大腸菌感染症、狂犬病、
そ そ

ブルセラ病、炭疽、鼻疽、結核、ハンセン

病、エイズ及び新型コロナウイルス感染症

の各病原体の研究、検菌作業又は予防液の

製造等に従事する業務

衛生環境研究所

保健所

動物愛護センタ

ー

家畜保健衛生所

家畜病性鑑定所

コレラ、赤痢（疫痢を含む。）、腸チフ
そう しん しよう

ス、パラチフス、痘瘡、発疹チフス、 猩
せき

紅熱、ジフテリヤ、流行性脳脊髄膜炎、ペ

スト、腸管出血性大腸菌感染症、狂犬病、
そ そ

ブルセラ病、炭疽、鼻疽、結核、ハンセン

病及びエイズ

の各病原体の研究、検菌作業又は予防液の

製造等に従事する業務

省略 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１８（第４条関係）

高等学校等教育職員給料表級別資格基準表

別表第１８（第４条関係）

高等学校等教育職員給料表級別資格基準表

省略 省略

備考

１ この表を適用する場合における職員の経験年数は、その

者が次の表の基礎学歴欄の学歴免許等の区分に属する学歴

備考

１ この表を適用する場合における職員の経験年数は、その

者が次の表の基礎学歴欄の学歴免許等の区分に属する学歴

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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公営企業管理規程

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第１号
愛媛県公営企業会計規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

免許等の資格を取得した時以後の経験年数から、その者に

適用されるこの表の学歴免許等欄の区分に応じて次の表の

調整年数欄に定める年数を減じた年数（その者の有する学

歴免許等の資格が学歴免許等資格区分表の１の一から三ま

での区分に属する者にあつてはその年数に１年を、同表の

１の五の区分に属する者にあつてはその年数に６月を加え

た年数）とする。

免許等の資格を取得した時以後の経験年数から、その者に

適用されるこの表の学歴免許等欄の区分に応じて次の表の

調整年数欄に定める年数を減じた年数（その者の有する学

歴免許等の資格が学歴免許等資格区分表の１の一又は二

の区分に属する者にあつてはその年数に１年を、同表の

１の四の区分に属する者にあつてはその年数に６月を加え

た年数）とする。

省略 省略

注 省略

２ 省略

別表第２０（第５条、第１１条関係）

学歴免許等資格区分表

注 省略

２ 省略

別表第２０（第５条、第１１条関係）

学歴免許等資格区分表

学歴免許等の区分
学歴免許等の資格

学歴免許等の区分
学歴免許等の資格

基準学歴区分 学歴区分 基準学歴区分 学歴区分

１ 省略 １ 省略

２ 短大卒 一 短大

３卒

� 学校教育法による３年制の短

期大学の卒業又は専門職大学の

修業年限３年の前期課程の修了

�～� 省略

２ 短大卒 一 短大

３卒

� 学校教育法による３年制の短

期大学の卒業

�～� 省略

二 短大

２卒

� 学校教育法による２年制の短

期大学の卒業又は専門職大学の

修業年限２年の前期課程の修了

�～� 省略

二 短大

２卒

� 学校教育法による２年制の短

期大学の卒業

�～� 省略

三 省略 三 省略

３・４ 省略 ３・４ 省略

備考 省略

別表第３０（第１０条関係）

高等学校等教育職員給料表初任給基準表

備考 省略

別表第３０（第１０条関係）

高等学校等教育職員給料表初任給基準表

省略 省略

備考

この表の適用を受ける職員に第１５条第１項の規定を適用す

る場合における当該職員の経験年数は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める年数とする。

� 次号に掲げる者以外の者 高等学校等教育職員給料表級

別資格基準表の備考第１項の表の基礎学歴欄の区分に属す

る学歴免許等の資格を取得した時以後の経験年数から、当

該基礎学歴の区分についての修学年数調整表に定める修学

年数とその者の有する学歴免許等の資格の属する区分につ

いての同表に定める修学年数との差の年数を減じた年数

（その者の有する学歴免許等の資格が学歴免許等資格区分

表の１の五に該当する場合にあつては、その年数に６月を

加えた年数）

� 省略

備考

この表の適用を受ける職員に第１５条第１項の規定を適用す

る場合における当該職員の経験年数は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める年数とする。

� 次号に掲げる者以外の者 高等学校等教育職員給料表級

別資格基準表の備考第１項の表の基礎学歴欄の区分に属す

る学歴免許等の資格を取得した時以後の経験年数から、当

該基礎学歴の区分についての修学年数調整表に定める修学

年数とその者の有する学歴免許等の資格の属する区分につ

いての同表に定める修学年数との差の年数を減じた年数

（その者の有する学歴免許等の資格が学歴免許等資格区分

表の１の四に該当する場合にあつては、その年数に６月を

加えた年数）

� 省略

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２７７
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令和２年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

愛媛県公営企業会計規程の一部を改正する管理規程

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（企業出納員の事務引継ぎ）

第６条 省略

２ 前項 の規定による引継ぎを行う ときは、前任者は、企業出

納員引継書（様式第１号）２通を調製し、その１通に現金、有価

証券、物品、証拠書類、帳簿、計算書その他の関係書類及びその

目録を添え、これを後任者に引き継ぎ、他の１通を管理者に提出

しなければならない。この場合において、現金については各帳簿

に対照した明細書を添え、帳簿については引継ぎの日において最

終記帳の次に年月日及び合計高を記入し、連署押印しなければな

らない。

３ 省略

（前金払）

第５４条 前金払をすることができる経費は、令第２１条の７第１号か

ら第７号までに規定するもののほか、次に掲げるものとする。

�・� 省略

� 土地又は土地に定着する物件に関する権利（不動産登記法

（平成１６年法律第１２３号）第３条に掲げる権利で県において同

法による登記の嘱託に必要な情報を取得したものに限る。）の

代価

� 土地又は家屋の買収、収用等により生ずる損失の補償金（家

屋又は物件の移転料を除く。）

２ 省略

（給与等の支払の方法）

第６８条 報酬及び給与

並びに児童手当（以下「給与等」という。）の支払の方

法及び手続は、この節に定めるもののほか、愛媛県会計規則（昭

和４５年愛媛県規則第１８号）の例によるものとする。ただし、報酬

の支出負担行為及び支出決議については、この限りでな

い。

（賠償責任）

第１８４条 法第３４条の規定により準用する地方自治法第２４３条の２の

２第１項後段の規定により管理規程で指定する職員は、次の各号

に掲げる行為についてそれぞれ当該各号に定める職員とする。

�～� 省略

別表（第１６条関係）

電 気 事 業 勘 定 科 目

�～� 省略

費 用

� 事 業 費 用

（企業出納員の事務引継ぎ）

第６条 省略

２ 前項の規定による引継ぎには、本局にあつては管理者の命ずる

職員が立ち会うものとし、事業所にあつては事業所の長が立会人

となるほか、管理者の命ずる職員が立ち会うものとする。

３ 第１項の規定による引継ぎを行なうときは、前任者は 企業出

納員引継書（様式第１号）２通を調製し、その１通に現金、有価

証券、物品、証拠書類、帳簿、計算書その他の関係書類及びその

目録を添え、これを後任者に引き継ぎ、他の１通を管理者に提出

しなければならない。この場合において、現金については各帳簿

に対照した明細書を添え、帳簿については引継ぎの日において最

終記帳の次に年月日及び合計高を記入し、連署押印しなければな

らない。

４ 省略

（前金払）

第５４条 前金払をすることができる経費は、令第２１条の７第１号か

ら第７号までに規定するもののほか、次に掲げるものとする。

�・� 省略

２ 省略

（給与等の支払の方法）

第６８条 報酬、給与及び賃金（日日雇用する者の賃金を除く。以下

同じ。）並びに児童手当（以下「給与等」という。）の支払の方

法及び手続は、この節に定めるもののほか、愛媛県会計規則（昭

和４５年愛媛県規則第１８号）の例によるものとする。ただし、報酬

及び賃金の支出負担行為及び支出決議については、この限りでな

い。

（賠償責任）

第１８４条 法第３４条の規定により準用する地方自治法第２４３条の２第

１項後段 の規定により管理規程で指定する職員は、次の各号

に掲げる行為についてそれぞれ当該各号に定める職員とする。

�～� 省略

別表（第１６条関係）

電 気 事 業 勘 定 科 目

�～� 省略

費 用

� 事 業 費 用

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

営業費用 省略 営業費用 省略

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号

２７８



（ ）発電

所

（ ）発電

所

（ ）管理

事務所

（ ）管理

事務所

（ ） （ ）

給料 給料 定数内職員の本俸額

手当 手当 定数内職員に対する諸手当

省略 省略

退職

給付

費

省略 退職

給付

費

省略

報酬

法定

福利

費

法定

福利

費

定数内職員に対する労働関

係法規等に基づいて事業主

が負担するもの

省略 省略

雑給 定数内職員以外の者で常時

雇用される者に対する給与

及び法定福利費

賃金 定数内職員以外の者で臨時

雇用される者に対する給与

及び法定福利費

省略 省略

（ ）送電

費

（ ）送電

費

省略 省略

雑給

一般管理費 一般管理費

給料 給料 「水力発電費」の同目に準

ずる。

手当 手当 同上

省略 省略

賞与

引当

金繰

入額

「（ ）発 電 所」及 び

「（ ）管理事務所」の同

目に準ずる。

賞与

引当

金繰

入額

同上

退職

給付

費

省略 退職

給付

費

省略

報酬

法定

福利

費

法定

福利

費

同上

省略 省略

雑給 同上

賃金 同上

省略 省略

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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賃借

料

賃借

料

「水力発電費」の同目に準

ずる。

損害

保険

料

損害

保険

料

同上

省略 省略

省略 省略

工 業 用 水 道 事 業 勘 定 科 目

資 産

� 省略

� 土 地 造 成

工 業 用 水 道 事 業 勘 定 科 目

資 産

� 省略

� 土 地 造 成

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

省略 省略

土地造成

勘定

土地造成

勘定

附帯事業 附帯事業

省略 省略

附帯雑費 附帯雑費

省略 省略

賃金

省略 省略

省略 省略

�～� 省略

費 用

� 事 業 費 用

�～� 省略

費 用

� 事 業 費 用

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

営業費用 営業費用

（ ）地区 （ ）地区

省略 省略

報酬 賃金

省略 省略

本局 本局

省略 省略

報酬 賃金

省略 省略

附帯事業 附帯事業

省略 省略

賃金

省略 省略

省略 省略

病 院 事 業 勘 定 科 目

�～� 省略

費 用

� 事 業 費 用

病 院 事 業 勘 定 科 目

�～� 省略

費 用

� 事 業 費 用

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

医業費用 医業費用

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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附 則

この管理規程は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第２号
愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程

愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（ ）病院 （ ）病院

給与費 給与費

省略 省略

雑給

賃金

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

様式第１号（その１） 様式第１号（その１）

省略

愛媛県公営企業会計規程第６条の規定により別紙引継目録

のとおり、関係書類現物を点検の上 相違なく引継ぎ しま

した。

省略

後任者（ ）氏 名�

省略

愛媛県公営企業会計規程第６条の規定により別紙引継目録

のとおり、関係書類現物を点検のうえ相違なく引き継ぎしま

した。

省略

後任者（ ）氏 名�

立会人（ ）氏 名�

立会人（ ）氏 名�

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第３条関係）

給料表級別職務区分表

別表第１（第３条関係）

給料表級別職務区分表

職務
の級

給料表
区分

１

級

２

級
３級 ４級

５

級

６

級
７級

８

級
９級

職務
の級

給料表
区分

１

級

２

級
３級 ４級

５

級

６

級
７級

８

級
９級

行政職給料

表

（１～９）

省

略

○局付

（９

級）

○中央

病院

事務

局長

行政職給料

表

（１～９）

省

略

○中央

病院

事務

局長

医療職給料

表�

（１～４）

省

略

○局付

（４

級）

○副院

長

（中

央病

○病院

管理

監

○局付

（５

級）

省略

医療職給料

表�

（１～４）

省

略

○副院

長

（中

央病

○病院

管理

監

省略

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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公営企業訓令

附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第１号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和２年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（病理細菌取扱手当）

第７条 規程別表第５に定める病理細菌取扱手当は、病院の試験室

等に勤務する職員が、病理又は次に掲げる危険である細菌の検

査、研究又は製造等に直接従事したときに支給する。

（病理細菌取扱手当）

第７条 規程別表第５に定める病理細菌取扱手当は、病院の試験室

等に勤務する職員が、病理又は次に掲げる危険である細菌の検

査、研究又は製造等に直接従事したときに支給する。

細菌の種類 細菌の種類

コレラ、赤痢（疫痢を含む。）、腸チフス、パラチフス、ほ

うそう、しようこう熱、はつしんチフス、ヂフテリヤ、流行

性脳脊髄膜炎、ペスト、腸管出血性大腸菌感染症、狂犬病、

たんそ、びそ、結核、ハンセン病、エイズ及び新型コロナウ

イルス感染症

コレラ、赤痢（疫痢を含む。）、腸チフス、パラチフス、ほ

うそう、しようこう熱、はつしんチフス、ヂフテリヤ、流行
せき

性脳脊髄膜炎、ペスト、腸管出血性大腸菌感染症、狂犬病、

たんそ、びそ、結核、ハンセン病及びエイズ

２ 省略 ２ 省略

院副

院長

を除

く。

）

省略

院副

院長

を除

く。

）

省略

医療職給料

表�

（１～７）

省

略

○局付

○薬剤

部長

医療職給料

表�

（１～７）

省

略 ○薬剤

部長

医療職給料

表�

（１～７）

省

略

○局付

○副院

長

省略

医療職給料

表�

（１～７）

省

略 ○副院

長

省略

令和２年３月３１日 発行

愛 媛 県 報令和２年３月３１日 第９２号
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